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資料１－１

※学習展示館は学習室及び旧展示室と読み替える。
※デイ・キャンプ場は旧デイ・キャンプ場と読み替える。

森林管理道丸山線 



資料１－２ 
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資料１－４ 
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資料１－７ 
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県民の森浄水場 平面図 
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県民の森浄水場 立面図 

 

 

 

 

 

  

 

 

  

 

 



資料２

令和４年度 令和５年度 令和６年度

回数(回) 4 4 5

参加人数(人) 63 39 56

回数(回) 3 2 2

参加人数(人) 17 24 26

回数(回) 3 5 5

参加人数(人) 54 36 40

回数(回) 4 4 3

参加人数(人) 51 29 37

回数(回) 3 8 5

参加人数(人) 15 53 16

回数(回) 17 23 20

参加人数(人) 200 181 175
合　計

県民の森　体験教室等の開催実績

森林の自然観察会

森林の遊び体験

森林の癒し体験

森林の仕事体験

森林の恵み活用教室

体験教室等の区分 実績(単位)
時期
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資料３－１    

指定管理業務に関する仕様書 
 
１ 目的 
  この仕様書は、乙が指定管理者として行う、埼玉県県民の森（以下、県民の森）

の指定管理業務については、下記のとおりとする。 

  なお、業務の遂行にあたっては、関係法令、条例、規則及び協定書（案）に定め

たことを遵守し実施するほか、乙が県民の森指定管理者候補者の公募の際に提出し、

審査を受けた事業計画書の内容を活かした業務を行うこと。 

  また、指定管理業務の対象となる施設の概要については募集要項２(4)のとおりと

する。 
 
２ 管理運営の基本計画 
（１）開園期間等 
  ア 開園時間 午前９時から午後４時３０分まで 

  イ 休業期間 １月１日から２月末日まで及び１２月１日から３１日まで 

※  県民の森の管理上必要があるときは、県の承認を得て、臨時に休業日を定め、

その一部の利用を禁止し、又は開園時間を変更することができる。 
（２）技術者等の配置 
  ア 県民の森の管理運営を適切に実施するため、業務全体を総合的に把握し調整

する総括責任者を配置し、当該責任者の住所、氏名その他必要な事項を県に報

告すること。また、これを変更したときも同様とする。 

  イ 森林・林業に対する専門的知識、貴重な動植物の生息状況の把握、森林や広

場を活用した体験学習の実施など、森林に関する技術と知見を有する者を配置

すること 

  
３ 業務の内容 
（１）森林、広場、学習室その他の施設の利用に関すること。 
 ア 森林の多様な植生、貴重な動植物の生育状況、利用者の安全性などに配慮し、

各森林や広場の目的が達成されるよう利用促進を図ること 

イ 学習室その他施設の利用促進を図ること 

ウ ウェルカムストリートを活用し、多くの県民が森林とふれあうことができる

機会を設けること 

エ 上記にあたっては、利用者への安全に配慮するとともに、利用者の立場にた

った案内板の設置等を行うこと 

オ 施設の案内図やパンフレット等の提供やホームページによる広報など、利用

者の拡大に努めること 

カ 県民の森開業期間中は、原則旧展示室等を開館すること 
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（２）森林についての学習に関すること 
 ア  県民の森の各施設を活用し、県民が楽しみながら森林とのふれあいを深める

ため、自然観察会や木工教室など体験事業を創意工夫のうえ、土日を中心に実

施すること 

 イ 下刈り、間伐等林業技術の習得や里山の整備活用のための教室など、森林の

整備に関する研修を、関係機関と連携し複数回行うこと 

 ウ 県民が、森林への親しみを深めるための講座を、年１回以上実施する。 

 エ 上記学習体験等を実施するにあたっては、参加者の安全に配慮するほか、資

料３－２に示す傷害保険等に加入すること 

 オ 学習体験等への利用者拡大を図るため、ホームページ等による広報、関係団

体との連携など適宜実施すること 

（３）県民の森（設備及び物品を含む）の維持管理に関すること 
 ア 県民の森利用者が安全に県民の森を利用できるよう、それぞれの施設を適切

に維持管理すること。管理方法、実施回数等は、資料３－３参照のこと 

 イ 施設の改築や修繕の実施区分については、資料４参照のこと 

ウ 保安林の管理については、関係法令を遵守すること 

  エ その他、点検内容等定めがあるものについては、適時適切に行うとともに、

万全の危機管理体制を実現するため必要な措置をとること 

（４）定期的及び臨時的な県への報告に関すること 

年度別事業計画書、利用状況報告書、事業報告書等、別途定める期限までに県

へ提出すること 

（５）その他甲が必要と認めること 
   その他指定管理業務として行うべき業務については、甲乙協議の上、決めてい

くものとする。 
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資料３－２ 
 

乙が契約を締結すべき保険 
 
 乙は、指定の期間中、以下の内容を満たす保険契約を締結するものとする。なお、保険

契約については、１年毎に更新する場合も可能とする。 

 

 

  ○ 賠償責任保険 

    保険契約者－乙 

    被 保 険 者－乙 

    保険の対象－県民の森の施設内における事故等に対する賠償責任 

    保 険 期 間－指定管理の期間中更新し続けるものとする 

    補 償 額－身体：１名あたり１億円以上、１事故あたり５億円以上 

          財物：１事故あたり３千万円以上 

    免 責 金 額－なし 

 

  ○ 傷害保険 

    保険契約者－乙 

    被 保 険 者－乙 

    保険の対象－体験活動参加者に対しての傷害保険 

    保 険 期 間－指定管理の期間中更新し続けるものとする 

    補 償 額－死亡・後遺障害：１名あたり１千万円以上 

          入院：１名１日あたり１万円以上 

          通院：１名１日あたり５千円以上 
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資料３－３ 

 
 施設・設備の維持管理に係る仕様 

 

１ 共通事項 

  旧展示室、学習室及び管理事務所には警報装置を設置すること。 

 

２ 供用施設                                                                 

対象施設 管理方法等 実施回数等 

森林 

 

 

・管理道・遊歩道沿い森林の除伐、枯損木除去、つ

る切り等 

適宜 

 

・ゴミ拾い 随時 

広場 ・巡視点検・清掃 随時 

・広場、工作物の軽微な補修 適時 

旧展示室 

学習室 

・展示物・パネル等の点検 随時 

・館内清掃 年２回 

・軽微な修繕 適宜 

遊歩道 

ｳｪﾙｶﾑｽﾄﾘｰﾄ 

・巡視点検・清掃 随時 

・刈払、不陸整正、階段補修、標識の補修等 適宜 

管理道 ・巡視点検・清掃 随時 

・刈払、溝渠清掃、軽微な修繕 適宜 

展望台 

公衆便所（仮設を含

む。）、駐車場 

・巡視点検・清掃 随時 

・軽微な修繕 適宜 

＊ 修繕、補修については、資料４「施設の改築及び修繕等の実施区分」に応じて 

実施するものとする。 
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３ 管理用施設                                                               

対象施設 管理方法等 実施回数等 

給水設備 ・設備の正常運転に必要な維持管理 ・維持点検：年３回 

・滅菌清掃：年１回 

・水道法に基づく水質検査 ・定期水質検査：年８回 

・年次水質検査：年２回 

・簡易水質検査：随時 

・異常のある場合の軽微な修繕 ・修繕：適宜 

浄化槽 ・設備の正常運転に必要な維持管理 ・維持点検：年３回 

・浄化槽法に基づく清掃、水質検査 ・清掃点検：年１回 

・水質検査：年１回 

・異常のある場合の軽微な修繕 ・修繕：適宜 

電気設備 ・電気事業法に基づく設備の点検 ・月次点検：月１回 

・年次点検：年１回 

・日常巡視点検 ・巡視：随時 

・異常のある場合の軽微な修繕 ・修繕：適宜 

消防設備 ・機能点検 ・年２回 

照明設備 

放送設備 

・巡視点検 ・巡視点検：随時 

・異常のある場合の軽微な修繕 ・修繕：適宜 

  ＊修繕、補修については、資料４「施設の改築及び修繕等の実施区分」に応じて実施するものと

する。 

 

４ 休業期間中の施設管理に係る特記事項 

    給水設備の凍結防止の措置をとること。 

  凍結防止のため給水を行わない場合、県民の森内を通行する者のため、仮設トイレを適宜設置

すること。 

  また、来園者の安全に配慮し、遊歩道などの共用施設を適宜管理すること。 

５ 森林管理道の管理に係る特記事項 

  県民の森に設置されている森林管理道（丸山支線及び丸山分線）については以下により管理す

ること。 

 (1) 埼玉県森林管理道管理基準（資料６）を熟知し、車両の通行を制限する工作物の設置等をす

る場合、県に届け出ること。 

 (2) 刈り払い、除雪等軽微な維持管理は、指定管理者が行うこと。 

 (3) 森林管理道が破壊又は欠損した場合は、速やかに県に報告すること。 
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資料４ 
施設の改築及び修繕等の実施及び費用負担区分 

【実施区分】 
区 

分 項  目 内  容 
実施区分 

実施区分の考え方 
甲 乙 

建 

 
物 

改築又は大規模修繕 
資本的支出及び見積額 
３０万円以上の修繕 

躯体、基礎軸組、 
鉄骨部分、小屋 
組等の取替 ○ 

 建築基準法施行令第１条に規定する「構造耐

力上主要な部分」については、所有者である

甲が管理すべきものであるため、必要に応じ

て甲が行う。 
見積額３０万円未満 
の修繕 

  
○ 

本来の効用持続年数を維持するための業務

として乙が実施する。 

構 

築 
物 

新設等   基本的に構築物での新設等は考えていない

が、必要に応じ甲乙で協議する。 
資本的支出及び見積額 
３０万円以上の修繕 

 
○ 

  

見積額３０万円未満 
の修繕 

  
○ 

本来の効用持続年数を維持するための業務

として乙が実施する。 

機 

械 
装 
置 

新設等   基本的に機械装置単独での新設等は考えて

いないが、必要に応じ甲乙で協議する。 
資本的支出及び見積額 
３０万円以上の修繕 

 
○  

 

見積額３０万円未満 
の修繕 

 
 ○ 

本来の効用持続年数を維持するための業務

として乙が実施する。 
工 
具 
器 
具 
備 
品 

購 入  
 ○ 

施設の管理運営上必要なものの購入である

ため、乙が実施する。なお、乙が委託料で購

入するものは甲の備品とする。 
資本的支出となる修繕  

○  
 

上記以外の修繕  
 ○ 

本来の効用持続年数を維持するための業務

として乙が実施する。 

上記以外の建物、構築物、 

機械装置、工具器具備品の 

改築・改造等 

いわゆる 

「模様替え」等 
 ○ 

乙が委託料以外の費用により、サービスの向

上や効率的な運営のため、改築等した部分に

ついての権利を将来にわたって主張しない

ことが条件 

基本的考え方 

※１ 原則として、本来の効用持続年数を維持するために必要な限度の維持補修（小修繕：見積額 

  ３０万円未満のもの等）は、施設の管理に付随するものであるため、乙（指定管理者）が実施し、 

  それ以外は甲（県）が実施する。 

※２ 乙は、建物の改築又は修繕、構築物の新設等又は修繕、機械装置の新設等又は修繕及び備品 

  の購入に当たっては、原則としてあらかじめ甲と協議し、承認を受けなければならない。 

 

【費用負担区分】 

 実施区分と同様とし、甲、乙それぞれが費用を負担するものとする。ただし、天災その他不可抗力に

よる建物等の損壊復旧に係る費用の負担については、甲、乙協議する。 



 

29 
 

資料５ 
 

施設管理の収支決算額 
（単位：千円） 

 

項  目 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

 

収 

 

入 

 県委託料 １７，９６８ １７，９７２ １８，２８７ 

 体験事業収入等 １６３ １６５ １４６ 

 収入合計 １８，１３１ １８，１３７ １８，４３３ 

 

 

 

 

支 

 

 

 

 

 

 

出 

管理事業費 １２，２３０ １２，１３５ １２，６９３ 

 

内 

 

訳 

 保守点検費 ２，２７４ ２，４０７ ２，４８４ 

 消耗品・光熱水費 ２，５６７ １，８００ ２，４２４ 

 賃金 ６，６９３ ６，６７３ ６，６５５ 

 その他 ６９６ １，２５５ １，１３０ 

管理事務費 ５，８５６ ５，９６９ ５，７２１ 

内 

 

訳 

 人件費 ４，６９３ ４，８１４ ４，６３３ 

 公課費 １，１６３ １，１５５ １，０８８ 

支出合計 １８，０８６ １８，１０４ １８，４１４ 

収支差額 ４５  ３３ １９ 
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埼玉県森林管理道管理基準 

 

（目的）  

第１条 この基準は、県が管理している森林管理道（以下「森林管理道」という。）の管理

について必要な事項を定め、森林管理道の保全及び車両等の通行の安全の確保、利用の円

滑化を図ることを目的とする。 

（名称及び区間） 

第２条 森林管理道の名称及び区間は民有林森林管理道（林道）台帳に登載されたものとす

る。 

（森林管理道の管理） 

第３条 埼玉県知事（以下「管理者」という。）は、森林管理道を適切に管理するものとす

る。 

２ 管理者は、通行事故に備えて道路賠償責任保険に加入するものとする。 

（標識等の設置） 

第４条 管理者は、その管理すべき森林管理道の起点及び終点に標識をたててその区間を示

すものとする。 

  また、交通の安全と円滑な通行を図るため必要に応じ、警戒、規制又は指示標識を設け

るものとする。 

  ただし、規制又は指示標識のうち、公安委員会の権限に属する標識については、所轄の

警察署長及び公安委員会と協議の上、設けるものとする。 

（森林管理道における禁止行為） 

第５条 管理者は、次の各号に掲げる行為を禁止し、又は制限するものとする。 

 （１）森林管理道を損傷し、又は汚損する行為 

 （２）森林管理道に木竹、土石等をたい積し、通行に支障を及ぼす行為 

 （３）ごみ等を投棄する行為 

 （４）通行に支障を及ぼす車両の駐停車等の行為（林業及び森林管理を目的とする行為を

除く。） 

 （５）その他、森林管理道の構造、維持管理及び車両等の通行に支障を及ぼす行為 

２ 管理者は、前項の各号に掲げる行為を行った者に対して、原状に回復させるなど適切な

措置を求めるものとする。 

（通行の禁止又は制限） 

第６条 管理者は、次の各号の一に該当する場合には、期間及び区間を定めてその通行を禁 

止し、又は制限する措置をとるものとする。 

 （１）森林管理道の破損、欠壊その他の事由により車両等の通行が危険であると認められ   

るとき 

 （２）集中豪雨又は降雪等により車両等の通行が危険であると認められるとき 

 （３）森林管理道に関する工事のため、やむを得ないと認められるとき 

 （４）その他、必要と認められるとき 

２ 管理者は、次の各号の一に該当する場合には、車両の通行を禁止し、又は積載重量の軽 

減などを求めることができる。 

 （１）車両の通行により森林管理道及び周辺の保全が害されるおそれがあると認められる   
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とき 

 （２）第４条の規定により設置した警戒、規制又は指示標識に従わないおそれがあると認   

められるとき 

 （３）第５条に規定する行為を行うおそれがあると認められるとき 

３ 管理者は、第１項の各号に掲げる規定により通行の禁止及び制限の措置を講じた場合、

速やかに関係機関にその旨を連絡するものとする。 

（路面等の整備） 

第７条 管理者は、森林管理道の路面等について、当初の築造形態を保持するため次の各号

に掲げる方法によりその整備に努めるものとする。 

 （１）路面のわだちや陥没は、土砂等をもって埋め、かきならしすること。 

 （２）路肩に生じた草木及びたい積した崩落土砂等の障害物は速やかに取り除くこと｡ 

  （３）車両等の通行の安全や利用の円滑化の障害となり、若しくは視距の確保に支障を及

ぼす立木の枝条等に対して、枝打ちその他必要な措置を講ずること。 

（排水） 

第８条 管理者は、森林管理道の路面排水その他の排水について常に留意し、かつ、次の各

号に掲げる方法により排水の処理に努めるものとする。 

 （１）橋梁、暗渠、開渠、側溝等が障害物のため排水不良となったときは、速やかにこれ   

を取り除くこと。 

 （２）森林管理道を巡視し、路面上の水たまりその他排水不良の個所に対して適切な処理   

を講ずること。 

（点検の実施） 

第９条 管理者は、森林管理道における通行の安全、事故防止等を図るため、第 10 条から第

12 条に掲げる点検を実施するものとする。 

（定期点検） 

第 10 条  管理者は、第７条に定める路面等の整備及び前第８条に定める排水の処理並びに橋

梁、トンネル、よう壁等の状況を把握するため、すべての路線（通行止めを行っている区

間を含む）について、別に定める方法により月に一度点検するものとする。 

（橋梁点検） 

第 11 条 管理者は、橋梁の安全性・信頼性を確保するため、定期点検のほかに、次の各号に

掲げる方法により橋梁点検を実施するものとする。 

 （１）橋長１５ｍ以上の橋梁は、道路橋に関する基礎データ収集要領（案）（平成１９年

５月国土交通省国土技術政策総合研究所）（以下、「基礎データ収集要領（案）」と

いう。）に準じる。 

 （２）橋長１５ｍ未満の橋梁は、別に定める森林管理道簡易点検マニュアル（平成２３年

４月１日策定）に準じるが、必要に応じて基礎データ収集要領（案）に準じて実施で

きる。 

 （３）橋梁点検の頻度は５年に１回とする。 

 （４）橋梁点検記録の保管期間は１０年とする。 

（非常災害時点検） 

第 12 条 管理者は、出水その他非常災害時には、次の各号に掲げる方法により点検を実施し、

危険防止上必要な措置を講ずるものとする。 
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 （１）森林管理道崩壊のおそれのある場合は、森林管理道を巡視し、災害防止に努める。 

 （２）森林管理道が被災した場合は、速やかに必要な措置を講ずるとともに、関係機関に

連絡する。 

（設計図書の保管） 

第 13 条 管理者は、橋梁及びトンネルの点検時に必要な設計図書を永年保管するものとする。 

（森林管理道の占用） 

第 14 条 森林管理道に次の各号に掲げる工作物等を設置し、継続して森林管理道を占用（以

下「占用」という。）しようとする者は、あらかじめ管理者の承認を受けなければならな

い。 

 （１）電柱、電線、電話線、変圧塔、公衆電話、その他これに類する施設 

 （２）鉄道、軌道、その他これに類する施設 

 （３）水道管、下水道管、ガス管、その他これに類する施設 

 （４）通路、出店、倉庫、材料置き場、その他これに類する施設 

 （５）案内板、防護施設その他これに類する施設 

 （６）前各号のほか、森林管理道の構造または通行に支障を及ぼすおそれのある施設又は    

物品（林産物及び林業作業用の設備も含む。） 

（森林管理道の目的外使用） 

第 15 条 砕石、砂利、鉱物等、継続的に林産物以外のものを運搬しようとする者又は訓練・ 

競技、調査・研究等のため森林管理道を使用（以下「使用」という。）しようとする者は、

あらかじめ管理者の承認を受けなければならない。  

（占用又は使用の承認申請） 

第 16 条 第 14 条又は前条により森林管理道の占用又は使用しようとする者は、森林管理道

占用（使用）承認申請書（別紙様式第１号）を占用又は使用する日の１４日前までに管理

者に提出するものとする。 

２ 前項の申請書には、必要に応じて次の各号に掲げる関係書類を添付させるものとする 

 （１）位置図（構造物設置の場合は、付近の平面見取り図。） 

 （２）実測求積図、縦断図、横断図 

 （３）占用構造物の構造図 

 （４）土地所有者の占用承諾書（占用構造物設置の場合に限る。） 

 （５）法令手続を必要とする場合は、関係法令に定められた許認可証の写し 

（占用又は使用基準） 

第 17 条 管理者は、森林管理道の占用又は使用が立地条件等によりやむを得ないと認められ

るもので、かつ、次に定める基準に適合する場合は占用又は使用を承認するものとする。 

 （１）占用の場所 

   ア 占用の施設を地上に設ける場合は、森林管理道の側溝又は路肩より外側とする。 

     イ 森林管理道の屈曲箇所及び待避所には、占用施設を設けてはならない。ただし、    

架線についてはこの限りではない。 

     ウ 上下水道管等を橋梁に取り付ける場合には、橋桁の両側又は橋床の下部とする。 

 （２）占用又は使用の期間 

       占用又は使用の承認期間は３年以内とする。ただし、更新することができる。 

 （３）占用施設の構造 
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   ア 占用施設の構造は、森林管理道の構造及び車両等の通行に支障のないような措置

が講じられていなければならない。 

   イ 森林管理道上の建築限界は、次のとおりとする。 

   （ア）有効幅員は、森林管理道の規定幅員とする。 

   （イ）森林管理道上の有効高は、４．５メ－トルとする。 

 （４）工事の実施方法 

   ア 森林管理道の構造及び車両等の通行に支障のないよう必要な措置が講じられてい

なければならない。 

   イ 工事現場には、柵又は覆いを設けるなど車両等の通行の危険防止のための必要な

措置が講じられていなければならない。 

 （５）工事の実施時期 

    工事は、車両等の通行に著しく支障を及ぼさない時期に行わなければならない。 

 （６）復旧方法 

   ア 森林管理道を掘削した場合に掘削した土砂をそのまま埋め戻すときは十分締め固

めること。 

      イ 掘削した土砂をそのまま埋め戻すことが不適当な場合は、土砂の入れ替えを行っ    

た後埋め戻すこと。 

   ウ 舗装の修復は、簡易舗装要綱によること。 

（条件） 

第 18 条 管理者は、第 14 条又は第 15 条に基づき、占用又は使用を承認しようとする場合は、

森林管理道の管理上、支障を及ぼさないよう必要な条件を付すことができる。 

（占用又は使用の禁止又は制限） 

第 19 条 管理者は、所轄の警察署長と協議の上、交通量が著しく多い森林管理道において特

に必要があると認められるときには、区域を指定して森林管理道の占用又は使用を制限す

ることができる。 

（占用料又は使用料） 

第 20 条 森林管理道の占用料又は使用料は、これを徴収しないものとする。 

（占用又は使用の変更） 

第 21 条 森林管理道の占用者又は使用者（以下「占用者等」という。）は、占用又は使用の

内容を変更しようとするときは、変更しようとする日の１０日前までに森林管理道占用（使

用）変更承認申請書（別紙様式第２号）を管理者に提出するものとする。ただし、軽易な

変更に係る場合は、変更手続を省略することができる。 

（継続占用又は使用） 

第 22 条 占用者等は、現に占用又は使用している森林管理道を継続して占用又は使用しよう

とするときは、占用又は使用期間の満了する日の１０日前までに、森林管理道継続占用（使

用）承認申請書（別紙様式第３号）を管理者に提出し、その承認を受けなければならない。 

（占用又は使用の廃止） 

第 23 条 占用者等は、占用又は使用を廃止するときは、遅滞なく森林管理道占用（使用）廃

止届（別紙様式第４号）を管理者に提出しなければならない。 

（占用又は使用の取消し） 

第 24 条 管理者は、占用者等がこの基準に違反したときは、森林管理道の占用又は使用承認
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を取り消すことができる。 

（原状回復） 

第 25 条 管理者は、占用者等がその占用又は使用を廃止し、又は期間が満了した場合、若し

くは占用又は使用の取消しを受けた場合は、占用者等に対し森林管理道を原状に回復させ

るものとする。 

２ 管理者は、前項に基づき原状回復の指示を受けた者が工事を完了したときは直ちに森林 

管理道原状回復届（別紙様式第５号）を提出させ、占用者等立会いのもと、その確認を行

うものとする。 

３ 管理者は、前項の規定に基づく原状回復が不適当であると認めるときは、占用者等に対

して必要な措置を講じるよう求めることができるものとする。 

（事務の委任） 

第 26 条 管理者は、森林管理道の管理に関する事務を川越農林振興センター所長、秩父農林

振興センター所長又は寄居林業事務所長に委任する。 

（その他） 

第 27 条 この基準に定めのない事項については､林道規程（昭和 48 年４月１日 48 林野道第

107 号林野庁長官通達）の定めるところによる。 

 

 

  附 則 

この基準は、昭和 56 年４月１日から適用する。 

  附 則 

この基準は、平成 12 年９月 18 日から適用する。 

    附 則 

この基準は、平成 14 年４月１日から適用する。 

  附 則 

この基準は、平成 15 年５月１日から適用する。 

  附 則 

この基準は、平成 18 年８月１日から適用する。 

  附 則 

この基準は、平成 22 年４月１日から適用する。 

  附 則 

この基準は、平成 23 年４月１日から適用する。 

  附 則 

この基準は、平成 23 年７月 13 日から適用する。 

  附 則 

この基準は、平成 24 年４月１日から適用する。 

  附 則 

この基準は、令和 2 年１２月１日から適用する。 
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別紙様式第１号（第１６条関係） 

 

森林管理道 占用・使用 承認申請書 

 
 
                                 年  月  日  
（あて先） 

        所長 
 

                   住所                  

                   氏名                     

                     担当者               

                     ＴＥＬ               

 

 下記のとおり森林管理道を 占用・使用 したいので申請します。 
               

占用 の場所 

使用 

路 線 名   

位 置   

占 用 ・ 使 用 の 目 的   

占 用 ・ 使 用 の 期 間   
     年  月  日から 

     年  月  日まで      日間 

工作物・物件又は施設の 

構 造 及 び 使 用 の 規 模 

（長・幅・面積・車両数等） 

  

工 事 実 施 の 方 法   

工 事 施 行 期 間  許可の日から     日間 

森 林 管 理 道 の 復 旧 方 法   

関 係 図 書 
位置図 平面図 

 横断図 その他 
 

記入要領 

１ 「占用・使用」については、該当するものを○で囲むこと。 

２ 申請者が法人である場合には、「住所」の欄には主たる事務所の所在地、「氏名」の欄には名称及び代表者の氏名 

 を記載するとともに、「担当者」の欄に所属、氏名を記載すること。 

３ 「占用・使用の目的」欄には、占用物件を設置する理由又は森林管理道を使用する理由を具体的に記載すること。 

４ 「工事実施の方法」欄には、自己施行・請負施行の別を記載すること。 

５ 「森林管理道の復旧方法」欄には、森林管理道の復旧が必要な場合に、現在の森林管理道機能と同等に復旧する内 

 容を記載すること。なお、図面により示す場合は、その旨を記載すること。 

６ 「関係図書」の欄には、森林管理道占用・使用の場所、物件の構造等を明らかにした図面その他必要な書類を添付 

 した場合に、その書類名を記載すること。 

７ 各記入事項のうち、当該欄へ記載しきれない場合は、別紙に記載して本書へ添付すること。
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別紙様式第２号（第２１条関係）  

 

森林管理道 占用・使用 変更承認申請書 

                
 
                                 年  月  日  

（あて先） 
        所長 

                   住所                  

                   氏名                     

                     担当者               

                     ＴＥＬ               

 

     年  月  日付け  第  号で承認を受けた森林管理道の 占用・使用 に

ついて、次のとおり変更したいので申請します。                  

 

区 分 変 更 前 変 更 後 

占用 の場所 

使用 

路 線 名    

位 置    

占 用 ・ 使 用 の 目 的    

占 用 ・ 使 用 の 期 間      

工作物・物件又は施設の 

構 造 及 び 使 用 の 規 模 

（長・幅・面積・車両数等） 

   

工 事 実 施 の 方 法    

工 事 施 行 期 間    

森 林 管 理 道 の 復 旧 方 法    

関 係 図 書    

変 更 の 理 由  

 
記入要領 

１ 「占用・使用」については、該当するものを○で囲むこと。 

２ 申請者が法人である場合には、「住所」の欄には主たる事務所の所在地、「氏名」の欄には名称及び代表者の氏名 

 を記載するとともに、「担当者」の欄に所属、氏名を記載すること。 

３ 各記入事項のうち、当該欄へ記載しきれない場合は、別紙に記載して本書へ添付すること。 
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別紙様式第３号（第２２条関係） 

 

森林管理道継続 占用・使用 承認申請書 

 
 
                                 年  月  日  
（あて先） 

        所長 
 

                   住所                  

                   氏名                     

                     担当者               

                     ＴＥＬ               

 

     年  月  日付け  第  号で承認を受けた森林管理道の 占用・使用 期間

が満了しましたが、継続して 占用・使用 したいので申請します。 

               

占用 の場所 

使用 

路 線 名   

位 置   

占 用 ・ 使 用 の 目 的   

占 用 ・ 使 用 の 期 間   
     年  月  日から 

     年  月  日まで      日間 

工作物・物件又は施設の 

構 造 及 び 使 用 の 規 模 

（長・幅・面積・車両数等） 

  

継 続 の 理 由  

関 係 図 書  

 
記入要領 

１ 「占用・使用」については、該当するものを○で囲むこと。 

２ 申請者が法人である場合には、「住所」の欄には主たる事務所の所在地、「氏名」の欄には名称及び代表者の氏名 

 を記載するとともに、「担当者」の欄に所属、氏名を記載すること。 
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別紙様式第４号（第２３条関係）  

 

森林管理道 占用・使用 廃止届 

                
 
                                 年  月  日  

（あて先） 
        所長 
 

                   住所                  

                   氏名                     

                     担当者               

                     ＴＥＬ               

 

     年  月  日付け  第  号で承認を受けた森林管理道の 占用・使用 に

ついて、次のとおり 占用・使用 を廃止したいので届け出ます。                 

 

占用 の場所 

使用 

路 線 名   

位 置   

占 用 ・ 使 用 の 目 的   

占 用 ・ 使 用 の 期 間   
     年  月  日から 

     年  月  日まで      日間 

工作物・物件又は施設の 

構 造 及 び 使 用 の 規 模 

（長・幅・面積・車両数等） 

  

森 林 管 理 道 の 復 旧 方 法   

占 用 ・ 使 用 の 廃 止 時 期   

廃 止 す る 理 由  

 
記入要領 

１ 「占用・使用」については、該当するものを○で囲むこと。 

２ 届出者が法人である場合には、「住所」の欄には主たる事務所の所在地、「氏名」の欄には名称及び代表者の氏名 

 を記載するとともに、「担当者」の欄に所属、氏名を記載すること。 
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別紙様式第５号（第２５条関係）  

 

森林管理道原状回復届 

                
 
                                 年  月  日  

（あて先） 
        所長 
 

                   住所                  

                   氏名                     

                     担当者               

                     ＴＥＬ               

 

森 林 管 理 道  占 用  ・  使 用  廃 止 期 間 満 了 に 伴 う 森 林 管 理 道 原 状 回 復 工 事 が 

    年  月  日完了したので届け出ます。                  

 

占用 の場所 

使用 

路 線 名   

位 置   

工作物・物件又は施設の 

構 造 及 び 使 用 の 規 模 

（長・幅・面積・車両数等） 

  

森 林 管 理 道 の 復 旧 方 法   

原 状 回 復 の 完 了 期 日   

許 可 指 令 番 号 及 び 年 月 日  

 
記入要領 

１ 「占用・使用」については、該当するものを○で囲むこと。 

２ 届出者が法人である場合には、「住所」の欄には主たる事務所の所在地、「氏名」の欄には名称及び代表者の氏名 

 を記載するとともに、「担当者」の欄に所属、氏名を記載すること。 

３ 原状回復したことが判る写真を添付すること。 
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資料７ 
 

埼玉県県民の森の管理に関する基本協定書（案） 
 
 埼玉県（以下「甲」という。）と○○○（以下「乙」という。）とは、令和○○年

○○月○○日付け○○第  号による指定管理者の指定に基づく指定管理業務につい

て、埼玉県県民の森条例（以下「条例」という。）第１０条第２項の規定により、次

のとおり協定を締結する。 
 
  （指定管理業務） 
第１条  甲は、条例第７条の規定に基づき、次に掲げる業務を乙に行わせる。 
 (1)  森林、広場、学習室その他の施設の利用に関すること 
 (2)  森林についての学習に関すること 
 (3) 埼玉県県民の森（以下「県民の森」という）の施設（設備及び物品を含む）の

維持管理に関すること 
 (4) その他甲が必要と認めること 
２ 前項各号に掲げる業務の細目は、別紙１「指定管理業務に関する仕様書」に定め

 るとおりとする。 
 
 （善管注意義務） 
第２条 乙は、関係法令及びこの協定書の定めるところに従うほか、甲が必要に応じ

て指示する事項を遵守の上、善良なる管理者の注意をもって、県民の森を常に良好

な状態に管理する義務を負う。 
 
  （委託料）                                                                
第３条  甲は、甲と乙が毎年度予算の範囲内において別に締結する年度協定に基づき、

 指定管理業務に対する委託料を、乙に支払うものとする。 
 

  （管理の基準） 
第４条  乙が行う県民の森の管理の基準は、次に掲げるとおりとする。 
 (1) 臨時に県民の森の休業日を定める場合は、あらかじめ甲の承認を受けること。 
 (2) 県民の森を利用することができる時間を変更するときは、あらかじめ甲の承認

  を受けること。 
 (3) 休業日及び利用することができる時間は、見やすい場所に掲示すること。 
 (4) 施設及び設備は、定期的保守点検を行い、その記録を作成すること。 
 (5)  施設、設備及び物品の維持管理を適切に行い、必要な修繕は速やかに行うこと。 
 (6) 施設、設備及び物品を滅失し、又は施設、設備及び物品の重要な箇所をき損し

  たときは、速やかに甲に報告すること。 
 (7) 施設又は施設利用者に災害、事故その他不測の事態が生じたときは、迅速かつ

  適切な対応を行い、速やかに甲に報告すること。 
 (8) 建物の改築又は修繕、構築物の新設等又は修繕、機械装置の新設等又は修繕及

  び備品の購入等に当たっては、あらかじめ甲と協議し、承認を受けること。 
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 (9) 自動販売機及び公衆電話等の設置に当たっては、地方自治法（昭和２２年法律

  第６７号。以下「法」という。）第２３８条の４第７項の規定による行政財産の

  使用についての許可を受けること。 
(10) 防災、防犯その他不測の事態への対応等についてマニュアルを作成し、職員に

  周知徹底すること。 
(11) 指定管理業務に係る収入及び支出は、乙の他の口座とは別の口座で管理するこ

  と。 
(12) 指定管理業務に係る会計処理は、他の事業から区分して経理すること。 
(13) 指定管理業務に係る会計書類は、甲の各会計年度の終了後、５年間保存するこ

 と。 
(14) 指定管理業務を通じて取得した個人に関する情報は、第２１条に定めるところ

  により適正に取り扱うこと。 

  
 （総括責任者の配置） 
第５条 乙は、乙の職員のうちから指定管理業務に関する総括責任者を配置し、当該

責任者の住所、氏名その他必要な事項を甲に報告しなければならない。当該責任者

に係る事項を変更したときも、同様とする。 
 
 （利益供与に関する指導） 
第６条 乙は、乙の職員その他乙の指揮命令下にある者が、指定管理業務の執行に関

連して、県民の森の利用者等から利益の供与を受けることがないよう、必要な指導

を徹底するものとする。 
 
 （事業計画等） 
第７条 乙は、令和８年度から令和１２年度までの各年度ごとに、あらかじめ次に掲

げる内容について年度別事業計画書（様式第１号）を作成し、各年度の前の年度の

１１月末日までにその計画書を甲に提出するものとする。また、乙は指定管理業務

開始年度の年度別事業計画書を作成し、速やかにその計画書を甲に提出するものと

する。 
 (1) 施設の基本的な運営方針 
 (2) 事業計画（自主事業の実施計画を含む。）及び施設の利用見込み 
 (3) 当該年度の収支予算案 

 (4) 管理執行体制 

 (5) その他甲が必要と認める事項 
２ 甲は、前項の規定により提出された事業計画について、必要があると認めるとき

は、乙に対してその変更を指示することができる。 
３ 乙は、乙の各事業年度の決算が確定した後、速やかに法人の決算書及び関係書類

（法人でない団体についてはこれに準ずる書類）を甲に提出しなければならない。 
４ 乙は、甲の承認を得なければ、甲に提出した事業計画を変更することができない。 
 
 （定期報告） 
第８条 乙は、毎月１０日までに、利用状況報告書（様式第２号）作成し、甲に前月

の状況を報告するものとする。 
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 （事業報告書） 
第９条 乙は、法第２４４条の２第７項の規定に基づき、毎年度終了後、３０日以内

に次に掲げる内容について事業報告書（様式第３号）を作成し、甲に提出しなけれ

ばならない。 

 (1) 管理業務の実施状況 
 (2) 施設の利用状況 
 (3) 管理経費等の収支状況 

 (4) その他甲が必要と認める事項 

２ 乙は、年度の中途において条例第１１条第１項の規定により指定を取り消された

ときは、その取り消された日から起算して３０日以内に、当該年度の当該日までの

間の事業報告書を甲に提出しなければならない。 
 
 （自己評価制度） 
第10条 乙は、県民の森の効果的・効率的な管理及びサービスの向上の観点から、指

定管理者としての管理運営について、毎年度自己評価を実施して、その報告書を前

条第１項の事業報告書とともに甲に提出しなければならない。 
 
 （業務状況の聴取等） 
第11条 甲は、法第２４４条の２第１０項の規定に基づき、乙に対して、当該指定管

理業務及びその経理の状況に関し、定期に又は必要に応じて臨時に報告を求め、実

地に調査し、又は必要な指示をすることができる。 
 
 （公の施設の管理目標の達成等） 
第12条 乙は、甲乙協議の上、甲が設定する公の施設の管理目標を達成するように努

めなければならない。 
２ 甲は、前項に規定する管理目標の達成状況を確認し、乙に対して必要な指示をす

ることができる。 

 
 （納税証明書の提出） 
第13条 乙は、指定の期間中、各事業年度の最終日から３月以内に、法人税、法人都

道府県税、法人事業税、消費税及び地方消費税の納税証明書を甲に提出しなければ

ならない。 
２ 乙が埼玉県内に事業所（本社、支社、支店等）がある法人等である場合、乙は、

同意書（募集要項別紙様式２又はこれに準ずる書類）を甲に提出することで、前項

に規定する納税証明書のうち、埼玉県が発行する法人県民税及び法人事業税の納税

証明書の提出を省略することができる。この場合において、甲は納税状況等確認シ

ステム（甲が甲の業務において使用する、埼玉県税の納税義務者の納税状況等を確

認できるシステムをいう。）を用いて乙の納税状況等を確認するものとする。 

３ 甲が前項に規定した方法により、乙の納税状況等を確認できなかった場合、乙は、

法人県民税及び法人事業税の納税証明書を甲に提出しなければならない。 
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４ 甲は、第１項及び前項に規定する納税証明書を確認し、必要があると認める場合

には、乙に対して、乙の経営状況に関し必要な報告を求めることができる。 
 

 （モニタリングの実施） 
第14条 甲は、この協定に定めるもののほか、乙の実施する指定管理業務その他県民

の森における良好な管理及びサービスの質を維持するため、必要な事項について定

期的に又は必要に応じて臨時にモニタリングを自ら実施し、又は乙に実施を指示す

ることができる。 

２ 甲は、前項のモニタリングの結果、県民の森における良好な管理及びサービスの

質を維持するため必要があると認める場合には、乙に対して業務の改善等の必要な

指示を行い、期間を定めて、改善策の提出及び実施を求めることができる。 

 

（地位の承継等の禁止） 
第15条 乙は、指定管理者の地位を第三者に承継させ、譲渡し、担保に提供し、又は

その他の処分をしてはならない。 
 
 （委託等の禁止） 
第16条 乙は指定管理業務の執行に当たり、当該業務の全部を第三者に委託し、又は

請け負わせてはならない。 
２ 乙は、あらかじめ甲の承認を受けた場合に限り、当該業務の一部を第三者に委託

し、又は請け負わせることができる。 
３ 前項の場合において、乙は、第三者との間で締結した契約書の写しその他必要な

資料を甲に提出しなければならない。 
４ 乙は、第２項の規定により当該業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせる

ときは、当該第三者の責めに帰すべき事由を全て乙の責めに帰すべき事由として責

任を負わなければならない。 

 
 （譲渡等の禁止） 
第17条 乙は、県民の森の施設、設備及び物品を第三者に譲渡し、転貸し、又は賃借

権その他の使用若しくは収益を目的とする権利を設定してはならない。 
 
 （愛称の使用） 
第18条 乙は、県民の森に愛称を使用する場合は、あらかじめ甲の承認を受けなけれ

ばならない。ただし、甲がネーミングライツ制度を導入した場合は、当該制度に基

づき付与された愛称を使用するものとする。 

 
 （文書の管理・保存） 
第19条 乙は指定管理業務の執行に当たり作成し、又は取得した文書等については、

別記１「文書管理上の留意事項」に基づき、適正に管理・保存しなければならない。 
 
 （秘密の保持） 
第20条 乙は、指定管理業務に関して知り得た秘密をみだりに他に漏らし、又は指定

管理業務の執行以外の目的に使用してはならない。指定の期間が満了し、又は指定
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が取り消された後においても、同様とする。 
２ 乙は、第１６条第２項の規定に基づき、指定管理業務の一部を第三者に委託し、

又は請け負わせる場合には、当該第三者に対し、前項の規定の例による義務を負わ

せなければならない。 
 
 （個人情報の保護） 
第21条 乙は、指定管理業務を通じて取得する個人に関する情報の取扱いについては、

別記２「個人情報取扱特記事項」によらなければならない。 
 
 （情報公開） 
第22条 乙は、指定管理業務の執行に当たり作成し、又は取得した文書等であって、

乙が保有しているものについては、乙が定める情報公開規定等により開示するもの

とする。 
２ 乙は、前項の情報公開規定等を定めるに当たっては、甲と協議するものとする。

当該情報公開規定等を変更しようとするときも、同様とする。 
 
 （県内中小企業者への配慮） 
第23条 乙は、指定管理業務の執行に当たり、次のとおり県内中小企業者への配慮に

留意するものとする。 
 (1) 工事の発注、物品及び役務の調達等に当たっては、県内中小企業者の受注機会

  の増大に努めること。 
 (2) 物品の調達等に当たっては、県内中小企業者が製造又は加工した物品の利用の

  推進に努めること。 
 
 （環境への配慮） 
第24条 乙は、指定管理業務の執行に当たり、次のとおり環境への配慮に留意するも

のとする。 
 (1) 電気、ガス、水等の使用量削減に向けた取組を進め、省エネルギーの徹底と二

  酸化炭素などの温室効果ガスの排出抑制に努めるとともに、廃棄物の発生を抑制

  し、リサイクルの推進や適正処理を図ること。 
 (2) 資源採取から廃棄に至るまでの物品等のライフサイクル全体について、環境負

  荷の低減に配慮した物品等の調達に努めること。 

 
 （労働法令等の順守） 
第25条 乙は、労働者の労働環境が害されることがないよう、労働法令等を遵守する

こと。 

 
 （障害者雇用等への配慮） 

第 26 条 乙は、指定管理業務の執行に当たり、次のとおり障害者の雇用等に最大限の

配慮を行うものとする。 

 (1) 県内に在住する障害者の雇用拡大に努めること。 

 (2) 物品の調達等に当たっては、県内障害者就労施設等からの調達に努めること。 
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 （施設、設備及び物品の使用） 
第27条 乙は、指定管理業務の執行に当たり、甲の所有に属する県民の森の施設、設

備及び物品を使用することができる。 
 
 （備品の取扱い） 
第28条 乙が指定管理業務を行うに当たり、甲が支払う委託料を充て埼玉県財務規則

（昭和３９年埼玉県規則第１８号）第１７０条第１項第１号に規定する備品を購入

したときは、当該備品の所有権は、甲に帰属するものとする。 
２ 乙は、前項に規定する備品を購入するときは、あらかじめ甲と協議し、承認を受

けなければならない。 
 
 （施設の現状変更の実施区分） 
第29条 第４条第８号に規定する現状変更を行おうとする場合の実施区分は、別紙２

のとおりとする。 
２ 乙は、第４条第８号の規定に基づき施設の現状変更を行った場合は、あらかじめ

甲の承認を得た場合を除き、甲の立会いによる確認を受けなければならない。 
３ 乙は、甲が必要と認めるときは、当該施設の現状変更に使用した設計図、施工図

その他の書面を甲に提出しなければならない。 
４ 甲は、第２項の確認において、当該施設の現状変更に不備があると認めるときは、

その改善を指示することができる。 
 
 （火災保険契約等） 
第30条 甲は、甲の所有に属する施設について、火災保険契約（火災、落雷、破裂、

爆発による損害並びにこれに関連する損害を対象とする保険契約をいう。）を締結

するものとする。 
２ 乙は、指定管理業務を開始する日までに、別紙３に定める内容の保険契約を締結

するものとし、指定の期間中、当該保険契約に引き続き加入していなければならな

い。 
３ 乙は、前項の規定に基づく保険契約について、保険証券その他その内容を証する

書面を速やかに甲に提出しなければならない。保険契約を更新又は変更した場合も

同様とする。 

 
 （天災等による供用の休止等） 
第31条 甲は、天災その他やむを得ない事由により県民の森の施設等の全部又は一部

を利用させることができないと認めるときは、その旨を乙に通知し、当該施設等の

全部又は一部の供用を休止させることができる。 
２ 乙は、予期することができない事由により県民の森の施設等の全部又は一部を利

用させることができないと認めるときは、甲の承認を得た上、当該施設等の全部又

は一部の供用を休止することができる。 
３ 前２項に規定する供用の休止により生じる損失その他経費の負担は、甲、乙協議

の上決定するものとする。 
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 （第三者の損害の負担） 
第32条 乙は、指定管理業務の執行に当たり、乙の行為が原因で利用者その他の第三

者に損害が生じた場合には、その賠償の責めを負うものとする。 
２ 乙は、乙が行う県民の森の管理に、契約の内容に適合しないものがあったことに

より、利用者その他の第三者に損害が生じた場合には、その賠償の責めを負うもの

とする。 
３ 前２項の場合における乙の責任分担の割合は、甲と乙が協議して定めるものとす

る。 
４ 前項の場合において、乙の行為又は管理により生じた損害は、甲の責めに帰すべ

き事由による場合を除き、乙が負担するものとする。 
 
 （原状回復） 
第33条 乙は、指定管理業務の執行に当たり、自己の責に帰すべき事由により施設、

設備又は物品を滅失し、若しくはき損したときは、速やかに原状に回復しなければ

ならない。 
２ 甲は、乙が正当な理由がなく前項に規定する現状を回復する義務を怠ったときは、

乙に変わって原状を回復するための適当な処置を行うことができる。この場合にお

いて、乙は、甲の処置に要した費用を負担しなければならない。 
 
 （指定管理業務の継続が困難となった場合の措置等） 
第34条 乙は、指定管理業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた場合

には、速やかにその旨を甲に申し出なければならない。 
２ 甲は、乙の責めに帰すべき事由により、指定管理業務の継続が困難となった場合

又はそのおそれが生じた場合には、乙に対して改善勧告を行い、期間を定めて、改

善策の提出及び実施を求めることができる。 
３ 不可抗力その他甲又は乙の責めに帰することができない事由により指定管理業務

の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた場合には、甲と乙は、指定管理

業務の継続の可否について協議するものとする。 
 
 （指定の取消し等） 
第35条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当するときは、条例第１１条第１項の規

 定により指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて指定管理業務の全部又は

 一部の停止を命ずることができる。 
 (1) 乙が第８条、第９条第１項、第１０条又は第１３条第１項の規定による報告書

又は納税通知書を提出せず、第１１条又は第１３条第４項の規定による報告の求

め若しくは調査に応じず、又は虚偽の報告をし、若しくは調査を妨げたとき。 
 (2) 乙が関係法令、条例及び規則又はこの協定の規定に基づく甲の指示に従わない

  とき。 
 (3) 乙が第１４条第２項又は前条第２項の規定による改善等を期間内にすることが 

できなかったとき。 
 (4) 乙が関係法令、条例及び規則又はこの協定の規定に違反したとき。 
 (5) 乙が次のいずれかに該当するに至ったとき。 
    ア 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定により、
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   甲における一般競争入札等の参加を制限されている法人等 
    イ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続き開始の申立て、

   又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立て

   がなされている法人等 
    ウ 埼玉県から指名停止措置を受けている法人等 
    エ 法人税、法人都道府県民税、法人事業税、消費税及び地方消費税等納付すべ

   き税金を滞納している法人等 
  オ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第（平成３年法律

第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ） 

カ 暴力団又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。以下同じ。）若

しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者（以下「暴力団

の構成員等」という。）の統制下にある法人等 

キ その代表者等（法人にあってはその役員（非常勤を含む。）及び経営に事実

上参加している者を、その他の団体にあってはその代表者及び運営に事実上参

加している者をいう。）が暴力団の構成員等である法人等 
 (6) 乙の経営状況の悪化等により、指定管理業務を継続することが不可能又は著し

  く困難であると認められるとき。 
 (7) 乙が、組織的な違法行為を行った場合など、乙に指定管理業務を行わせておく

  ことが社会通念上著しく不適当と判断されるとき。 
 (8) その他乙に指定管理業務を行わせておくことが適当でないと認められるとき。 
 
 （委託料の返還） 
第36条 乙は、前条の規定により指定を取り消されたとき、又は期間を定めて指定管

理業務の全部若しくは一部の停止を命じられたときは、甲の請求により委託料の全

部又は一部を返還しなければならない。 
 
 （損害賠償等） 
第37条 乙は、指定管理業務の執行に当たり、自己の責に帰すべき事由により甲に損

害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。 
２ 乙は、条例第１１条第１項の規定により指定の取消し等をされた場合において、

甲に損失が生じたときは、その損失を補填しなければならない。 
 
 （施設等の引渡し） 
第38条 乙は、指定管理者の指定の期間が満了し指定管理者として管理を行わなくな

ったとき、又は条例第１１条第１項の規定により指定管理者の指定を取り消された

ときは、県民の森の施設、設備及び物品を甲の指定する期日までに、条例第１２条

第２項の規定に従い原状に回復した上で甲に引き渡さなければならない。 
２ 甲は、乙が正当な理由がなく前項に規定する現状を回復する義務を怠ったときは、

乙に代わって原状を回復するための適当な処置を行うことができる。この場合にお

いて、乙は、甲の処置に要した費用を負担しなければならない。 
 
 （指定管理業務の引継ぎ） 
第39条 乙は、指定管理者の指定の期間が満了し指定管理者として県民の森の管理を
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行わなくなったとき、又は条例第１１条第１項の規定により指定管理者の指定を取

り消されたときは、県民の森の管理が遅滞なく円滑に実施されるよう、後任の指定

管理者その他その業務を引き継ぐ者に対して業務の引継ぎを実施しなければならな

い。この場合において、引継ぎの方法その他引継ぎに必要な事項については、別途

協議するものとする。 
２ 乙は、前項に規定する引継ぎに要する乙の費用を負担するものとする。 
 
 （協定の改定） 
第40条 この協定の締結後、法令の改廃、不可抗力その他特別な事情が生じたときは、

甲、乙協議して、この協定を改定することができる。 
 
 （年度協定） 

第41条 この協定に定めるものの他、各年度ごとに定めることが必要な事項について

 は、別途締結する年度協定に定めるものとする。 

 
 （信義則） 
第42条 甲と乙は信義を重んじ、誠実にこの協定を遵守しなければならない。 
 
 （管轄裁判所） 
第43条 この協定に関する訴訟の提起は、甲の所在地を管轄する裁判所に行うものと

する。 
 
 （定めのない事項等） 
第44条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じたときは、甲、乙

協議して定めるものとする。 
 
 この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、それぞれ

その１通を所持する。 
 
 
 令和  年  月  日 
 
 
                    甲 
 
 
                                       乙 
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別記１ 
 
 

文書管理上の留意事項 
 

（基本的事項） 
第１ 乙は、指定管理業務の実施に当たり作成し、又は取得した文書、図画及び電磁

的記録（以下「文書等」という。）を正確かつ迅速丁寧に取り扱うとともに、常に

その処理の経過を明らかにし、適正に管理しなければならない。 
 
（文書等の管理基準等） 
第２  乙は、文書等を適正に管理するため、甲と協議の上、当該業務の性質、内容等

に基づく文書等の管理基準を定めなければならない。 
 
（文書等の保存期間） 
第３ 乙は、埼玉県文書管理規則第８条及び当該文書等の利用の頻度、保管場所のス

ペース、消滅時効等を勘案し、甲と協議の上、当該文書等の保存期間を定めるもの

とする。 
 
（文書等の廃棄） 
第４ 乙は、当該文書等の保存期間が満了したときは、甲と協議の上、当該文書等の

廃棄を決定するものとする。この場合において、乙は、破砕、熔解、焼却その他甲

の認める方法により、当該文書等を廃棄しなければならない。 
 
（文書等の引継ぎ） 
第５ 乙は、指定期間が終了したときは、速やかに、当該文書等のうち保存期間が終

了していないもの又は甲の指示したものを甲又は甲の指定するものに引き継がなけ

ればならない。 
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別記２ 

 

個人情報取扱特記事項 

 

 乙が指定管理業務を通じて取得する個人に関する情報（以下「個人情報」という。）

の取扱いについては、この特記事項によらなければならない。 

 

（基本的事項）  

第１ 乙は、個人情報の保護の重要性を認識し、指定管理業務の実施に当たっては、

個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「法」という。）並

びにその他の個人情報の保護に関する法令、条例及び規則等を遵守し、個人の権利

利益を侵害することのないよう、個人情報の取扱いを適正に行わなければならない。 

（利用目的の特定） 

第２ 乙は、個人情報を取り扱うに当たっては、指定管理業務の遂行に必要な範囲内

において、その利用の目的（以下「利用目的」という。）をできる限り特定しなけ

ればならない。 

（利用目的による制限） 

第３ 乙は、利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱ってはならない。 

（従事者の監督） 

第４ 乙は、指定管理業務に従事している者（以下「従事者」という。）に対し、法

第６６条、第６７条、第１７６条及び第１８０条の規定の内容を周知し、従事者か

ら誓約書（別記様式）の提出を受けなければならない。 

２ 乙は、前項の規定により従事者から誓約書の提出を受けたときは、甲に対し、そ

の写しを提出しなければならない。 

３ 乙は、その取り扱う個人情報の適切な管理が図られるよう、従事者に対して、第

５第１項により講ずることとした措置の周知及び遵守状況の監督その他の必要かつ

適切な監督を行わなければならない。 

（安全管理措置） 

第５ 乙は、個人情報の管理責任者、従事者の管理体制及び実施体制、個人情報の漏

えい、滅失又は毀損の防止その他の個人情報の安全管理に関する定めを作成するな

ど必要かつ適切な措置を講じなければならない。 

２ 乙は、前項の規定により定めを作成するなど必要かつ適切な措置を講じたときは、

甲に対し、その内容を報告しなければならない。 

３ 甲は、個人情報の安全管理が図られるよう、乙に対して必要かつ適切な監督を行う。 

（取扱状況の報告等） 
第６ 乙は、あらかじめ甲の承認を得た場合を除き、甲、乙協議の上定める期間、方

法及び内容等で、その取り扱う個人情報の取扱状況等を書面により甲に報告しなけ

ればならない。 
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２ 前項の規定にかかわらず、甲は、乙が取り扱う個人情報の取扱状況、管理状況、

従事者の管理体制及び実施体制について、必要に応じ報告を求め、実地に調査する

ことができる。 

３ 甲は、乙に対し、前２項の規定による報告又は調査の結果に基づき、必要な指示

をすることができる。 

（利用及び提供の制限） 

第７ 乙は、甲の承認がある場合を除き、その取り扱う個人情報を指定管理業務以外

の目的のために自ら利用し、又は第三者に提供してはならない。指定管理業務を行

わなくなった後においても、同様とする。 

（個人情報の提供を受ける者に対する措置要求） 

第８ 乙は、第７に基づき、その取り扱う個人情報を第三者に提供する場合において、

甲と協議の上、必要があると認めるときは、その取り扱う個人情報の提供を受ける

者に対し、提供に係る個人情報について、その利用の目的若しくは方法の制限その

他必要な制限を付し、又はその漏えいの防止その他の個人情報の適切な管理のため

に必要な措置を講ずることを求めなければならない。 

（複製等の禁止） 

第９ 乙は、その取り扱う個人情報の複製、送信、個人情報が記録されている媒体の外

部への送付又は持ち出しその他個人情報の適切な管理に支障を及ぼすおそれのある行

為をしてはならない。ただし、あらかじめ甲の承認を受けたときは、この限りでない。 

（資料等の引渡し等） 

第１０ 乙は、指定管理業務を行わなくなった場合には、その取り扱う個人情報が記

録された資料等（電磁的記録を含む。以下「引渡し対象資料等」という。）を速や

かに甲又は甲の指定する者に引き渡さなければならない。ただし、甲が別に指示し

たときは、その指示に従うものとする。 

２ 前項に定める場合のほか、乙は、甲の承認を受けたときは、甲立会いの下に引渡

し対象資料等を廃棄することができる。 

３ 前２項の規定は、乙が指定管理業務を行う上で不要となった引渡し対象資料等に

ついて準用する。 

（再委託の禁止等） 

第１１ 本協定書第１６条第２項に定めるところにより、乙が指定管理業務の一部（個

人情報の取扱いを含む場合に限る。）を第三者に委託し、又は請け負わせる場合は、

乙は、この協定及びこの特記事項の趣旨にのっとり、その取扱いを委託され、又は

請け負った個人情報の安全管理が図られるよう、委託を受け、又は請け負った者に

対して次に掲げる事項を行わなければならない。 

（１）法第６６条、第６７条、第１７６条及び第１８０条の適用を受けることの説明

をすること  

（２）個人情報の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じさせること  

（３）個人情報の取扱状況、管理状況、従事者の管理体制及び実施体制について必要

かつ適切な監督をすること 

（安全確保上の問題への対応） 

第１２ 乙は、その取り扱う個人情報の漏えい、滅失、毀損その他の個人情報の安全の

確保に係る事態であって、指定管理業務の遂行に支障が生じるおそれのある事案の発生

を知ったときは、直ちに甲に対し、当該事案の内容、経緯、被害状況等を報告し、被害

の拡大防止又は復旧等のために必要な措置に関する甲の指示に従わなければならない。 
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２ 乙は、事案の内容、影響等に応じて、その事実関係及び再発防止策の公表、当該

事案に係る本人への対応（本人に対する適宜の手段による通知を含む。）等の措置

を甲と協力して講じなければならない。 

（苦情処理） 

第１３ 乙は、個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処理に努めなければ

ならない。 

２ 乙は、苦情を受けたときは、直ちに甲に報告しなければならない。 

 

  ※ 指定管理業務の実態に即して、適宜必要な事項を追加することができる。この「個人情報取扱

特記事項」は、個人情報の保護に関する法律及び個人情報の保護に関する法律施行条例に基づき、

指定管理者における個人情報の適正な取扱いを確保するために必要最小限の措置を規定するもの

であることから、その基本的な部分について任意の判断により省略又は改変することはできない。 

  ※ 第４でいう「従事者」とは、指定管理者の組織内において、指定管理者の指揮命令系統に属し、

指定管理業務に従事している者すべてが含まれる。いわゆる正規職員・社員等に限られず、また、

指定管理者と雇用関係にあることは要件ではない。すなわち、いわゆるアルバイトや派遣労働者、

法人（法人でない団体で代表者又は管理人の定めのあるものを含む。）の代表者又は法人若しく

は人の代理人も含まれる。 

  ※ 上記に掲げる事項のほか、各指定管理業務の特性・実情に応じて、契約の内容、その取り扱う

個人情報の量、質などを勘案し、次に掲げる資料を参考として、個人情報の適切な管理のために

必要な措置に関する事項を適宜追加して定めること。  

   ア 埼玉県情報セキュリティポリシー（平成１４年４月１日制定・施行）          

   イ 情報システム化マニュアル 第２編 調達段階（平成３０年３月情報システム課）  

   ウ 地方公共団体における情報セキュリティポリシーに関するガイドライン（平成１３年３月総

務省策定）       

   エ 埼玉県特定個人情報等の安全管理に関する基本方針（平成２７年１０月情報システム課）  

  ※ 個人情報の取扱いに係る業務を派遣労働者によって行わせる場合には、労働者派遣契約書に秘

密保持義務等個人情報の取扱いに関する事項を明記すること。 
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（別記様式） 
 
 
 

誓  約  書 
 
 私は、埼玉県県民の森の指定管理業務に従事するに当たり、その業務を通じて取り

扱う個人に関する情報に関し、埼玉県個人情報保護条例（平成１６年埼玉県条例第６

５号）第９条（安全確保の措置）、第１０条（従事者等の義務）、第６６条及び第６

７条（罰則）の規定の内容について、下記の者から説明を受けました。 
 私は、埼玉県県民の森の指定管理業務に従事している間及び従事しなくなった後に

おいて、その業務を通じて取り扱う個人に関する情報について、埼玉県個人情報保護

条例の関係規定が適用されることを自覚し、県民の福祉を増進する目的をもって県民

の利用に供されるべき県民の森の指定管理業務の従事者として誠実に職務を行うこと

を誓います。 
記 

 説明した者  ○○○（施設の名称）指定管理者○○○○（指定管理者の名称） 
        ○○○（指定管理業務に関する総括責任者の役職名）○○○○（氏名） 
 
 
  令和  年   月   日 
 
 

氏 名              
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別紙１    

指定管理業務に関する仕様書 
 
１ 目的 
  この仕様書は、乙が指定管理者として行う、埼玉県県民の森（以下、「県民の森」

という。）の指定管理業務については、下記のとおりとする。 

  なお、業務の遂行にあたっては、関係法令、条例、規則及び協定書（案）に定め

たことを遵守し実施するほか、乙が県民の森指定管理者候補者の公募の際に提出し、

審査を受けた事業計画書の内容を活かした業務を行うこと。 

  また、指定管理業務の対象となる施設の概要については別添1のとおりとする。 
 
２ 管理運営の基本計画 
（１）開園期間等 
  ア 開園時間 午前９時から午後４時３０分まで 

  イ 休業期間 １月１日から２月末日まで及び１２月１日から３１日まで 

※  県民の森の管理上必要があるときは、県の承認を得て、臨時に休業日を定め、

その一部の利用を禁止し、又は開園時間を変更することができる。 
（２）技術者等の配置 
  ア 県民の森の管理運営を適切に実施するため、業務全体を総合的に把握し調整

する総括責任者を配置し、当該責任者の住所、氏名その他必要な事項を県に報

告すること。また、これを変更したときも同様とする。 

  イ 森林・林業に対する専門的知識、貴重な動植物の生息状況の把握、森林や広

場を活用した体験学習の実施など、森林に関する技術と知見を有する者を配置

すること 

  
３ 業務の内容 
（１）森林、広場、学習室その他の施設の利用に関すること。 

 ア 森林の多様な植生、貴重な動植物の生育状況、利用者の安全性などに配慮し、

各森林や広場の目的が達成されるよう利用促進を図ること 

イ 学習室その他施設の利用促進を図ること 

ウ ウェルカムストリートを活用し、多くの県民が森林とふれあうことができる

機会を設けること 

エ 上記にあたっては、利用者への安全に配慮するとともに、利用者の立場にた

った案内板の設置等を行うこと 

オ 施設の案内図やパンフレット等の提供やホームページによる広報など、利用

者の拡大に努めること 

カ 県民の森開業期間中は、原則旧展示室等を開館すること 
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（２）森林についての学習に関すること 
 ア  県民の森の各施設を活用し、県民が楽しみながら森林とのふれあいを深める

ため、自然観察会や木工教室など体験事業を創意工夫のうえ、土日を中心に実

施すること 

 イ 下刈り、間伐等林業技術の習得や里山の整備活用のための教室など、森林の

整備に関する研修を、関係機関と連携し複数回行うこと 

 ウ 県民が、森林への親しみを深めるための講座を、年１回以上実施する。 

 エ 上記学習体験等を実施するにあたっては、参加者の安全に配慮するほか、別

紙３に示す傷害保険等に加入すること 

 オ 学習体験等への利用者拡大を図るため、ホームページ等による広報、関係団

体との連携など適宜実施すること 

（３）県民の森（設備及び物品を含む）の維持管理に関すること 
 ア 県民の森利用者が安全に県民の森を利用できるよう、それぞれの施設を適切

に維持管理すること。管理方法、実施回数等は、別添２参照のこと 

 イ 施設の改築や修繕の実施区分については、別紙２参照のこと 

ウ 保安林の管理については、関係法令を遵守すること 

  エ その他、点検内容等定めがあるものについては、適時適切に行うとともに、

万全の危機管理体制を実現するため必要な措置をとること 

（４）定期的及び臨時的な県への報告に関すること 

年度別事業計画書、利用状況報告書、事業報告書等、別途定める期限までに県

へ提出すること 

（５）その他甲が必要と認めること 
   その他指定管理業務として行うべき業務については、甲乙協議の上、決めてい

くものとする。 
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別紙２ 
施設の改築及び修繕等の実施及び費用負担区分 

【実施区分】 
区 

分 
項  目 内  容 

実施区分 
実施区分の考え方 

甲 乙 

建 

 
物 

改築又は大規模修繕 
資本的支出及び見積額 
３０万円以上の修繕 

躯体、基礎軸組、 
鉄骨部分、小屋 
組等の取替 ○ 

 建築基準法施行令第１条に規定する「構造耐

力上主要な部分」については、所有者である

甲が管理すべきものであるため、必要に応じ

て甲が行う。 
見積額３０万円未満 
の修繕 

  
○ 

本来の効用持続年数を維持するための業務

として乙が実施する。 

構 

築 
物 

新設等   基本的に構築物での新設等は考えていない

が、必要に応じ甲乙で協議する。 
資本的支出及び見積額 
３０万円以上の修繕 

 
○ 

  

見積額３０万円未満 
の修繕 

  
○ 

本来の効用持続年数を維持するための業務

として乙が実施する。 

機 

械 
装 
置 

新設等   基本的に機械装置単独での新設等は考えて

いないが、必要に応じ甲乙で協議する。 
資本的支出及び見積額 
３０万円以上の修繕 

 
○  

 

見積額３０万円未満 
の修繕 

 
 ○ 

本来の効用持続年数を維持するための業務

として乙が実施する。 
工 
具 
器 
具 
備 
品 

購 入  
 ○ 

施設の管理運営上必要なものの購入である

ため、乙が実施する。なお、乙が委託料で購

入するものは甲の備品とする。 
資本的支出となる修繕  

○  
 

上記以外の修繕  
 ○ 

本来の効用持続年数を維持するための業務

として乙が実施する。 

上記以外の建物、構築物、 

機械装置、工具器具備品の 

改築・改造等 

いわゆる 

「模様替え」等 
 ○ 

乙が委託料以外の費用により、サービスの向

上や効率的な運営のため、改築等した部分に

ついての権利を将来にわたって主張しない

ことが条件 

基本的考え方 

※１ 原則として、本来の効用持続年数を維持するために必要な限度の維持補修（小修繕：見積額 

  ３０万円未満のもの等）は、施設の管理に付随するものであるため、乙（指定管理者）が実施し、 

  それ以外は甲（県）が実施する。 

※２ 乙は、建物の改築又は修繕、構築物の新設等又は修繕、機械装置の新設等又は修繕及び備品 

  の購入に当たっては、原則としてあらかじめ甲と協議し、承認を受けなければならない。 

【費用負担区分】 

 実施区分と同様とし、甲、乙それぞれが費用を負担するものとする。ただし、天災その他不可抗

力による建物等の損壊復旧に係る費用の負担については、甲、乙協議する。 
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別紙３ 

 
乙が契約を締結すべき保険 

 
 乙は、指定の期間中、以下の内容を満たす保険契約を締結するものとする。なお、

保険契約については、１年毎に更新する場合も可能とする。 

 

 

  ○ 賠償責任保険 

    保険契約者－乙 

    被 保 険 者－乙 

    保険の対象－県民の森の施設内における事故等に対する賠償責任 

    保 険 期 間－指定管理の期間中更新し続けるものとする 

    補 償 額－身体：１名あたり１億円以上、１事故あたり５億円以上 

          財物：１事故あたり３千万円以上 

    免 責 金 額－なし 

 

  ○ 傷害保険 

    保険契約者－乙 

    被 保 険 者－乙 

    保険の対象－体験活動参加者に対しての傷害保険 

    保 険 期 間－指定管理の期間中更新し続けるものとする 

    補 償 額－死亡・後遺障害：１名あたり１千万円以上 

          入院：１名１日あたり１万円以上 

          通院：１名１日あたり５千円以上 
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別添１ 

 

１ 県民の森の所在地 
  埼玉県秩父郡横瀬町大字芦ヶ久保字丸山北平８９６番地 

 
２ 県民の森の規模（面積：６７．９ha） 

①  中央広場（0.67ha） 

      旧展示室（鉄筋コンクリート造）１棟260.8㎡、学習室（鉄筋コンクリート造）

１棟113.0㎡、ホール（鉄筋コンクリート造）１棟113.0㎡、公衆トイレ（鉄筋

コンクリート造）１棟23.8㎡、管理事務所（鉄筋コンクリート造）１棟40.9㎡、

芝生広場6,660㎡、女子トイレ（木造）１棟15.3㎡、身障者トイレ（鉄筋コンク

リート造）１棟5.8㎡ 

  ② 家族広場（0.87ha)  

      芝生広場2,952㎡ 

  ③ 斜面広場（1.88ha)        

  ④  林間広場（1.28ha） 

    芝生広場405㎡ 

  ⑤  水辺の広場（0.33ha） 

     芝生広場719㎡ 

  ⑥  展望広場（0.32ha） 

      展望台（鉄筋コンクリート造）２階建73.8㎡ 

  ⑦  旧デイ・キャンプ場（0.88ha） 

      屋根付き炉６棟、野外炉４基、炊事棟１棟 

  ⑧  森林施設（61.13ha） 

      生活環境保全林12.75ha、生産の森1.00ha、ケヤキの森1.46ha、 

   展示林1.93ha、記念植樹地1.04ha、郷土の森1.50ha、野鳥の森1.50ha、 

   針葉樹林地18.35ha、広葉樹林地16.50ha、旧苗畑0.54ha、採種林1.62ha、 

   道路敷その他2.94ha 

  ⑨  道路敷等施設 

      管理道2.2km、駐車場から中央広場進入路0.6km、遊歩道13.6km 

      駐車場0.61ha（大型１０台、小型１１０台） 

  ⑩  衛生施設 

      浄水場（木造一部コンクリート造）160.8㎡ 

 ⑪ その他の施設 

      倉庫、車庫、休憩所（木造平屋）７棟、簡易水洗便所４棟 

   ウェルカムストリート（休息施設含む）1.0km及び隣接する森林1.7ha 
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別添２ 

 
 施設・設備の維持管理に係る仕様 

 

１ 共通事項 

  旧展示室、学習室及び管理事務所には警報装置を設置すること。 

 

２ 供用施設                                                               

  

対象施設 管理方法等 実施回数等 

森林 

 

 

・管理道・遊歩道沿い森林の除伐、枯損木除去、つ

る切り等 

適宜 

 

・ゴミ拾い 随時 

広場 ・巡視点検・清掃 随時 

・広場、工作物の軽微な補修 適時 

旧展示室 

学習室 

・展示物・パネル等の点検 随時 

・館内清掃 年２回 

・軽微な修繕 適宜 

遊歩道 

ｳｪﾙｶﾑｽﾄﾘｰﾄ 

・巡視点検・清掃 随時 

・刈払、不陸整正、階段補修、標識の補修等 適宜 

管理道 ・巡視点検・清掃 随時 

・刈払、溝渠清掃、軽微な修繕 適宜 

展望台 

公衆便所（仮設を含

む。）、駐車場 

・巡視点検・清掃 随時 

・軽微な修繕 適宜 

＊ 修繕、補修については、別紙２「施設の改築及び修繕等の実施区分」に応じて 

実施するものとする。 
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３ 管理用施設                                                              

対象施設 管理方法等 実施回数等 

給水設備 ・設備の正常運転に必要な維持管理 ・維持点検：年３回 

・滅菌清掃：年１回 

・水道法に基づく水質検査 ・定期水質検査：年８回 

・年次水質検査：年２回 

・簡易水質検査：随時 

・異常のある場合の軽微な修繕 ・修繕：適宜 

浄化槽 ・設備の正常運転に必要な維持管理 ・維持点検：年３回 

・浄化槽法に基づく清掃、水質検査 ・清掃点検：年１回 

・水質検査：年１回 

・異常のある場合の軽微な修繕 ・修繕：適宜 

電気設備 ・電気事業法に基づく設備の点検 ・月次点検：月１回 

・年次点検：年１回 

・日常巡視点検 ・巡視：随時 

・異常のある場合の軽微な修繕 ・修繕：適宜 

消防設備 ・機能点検 ・年２回 

照明設備 

放送設備 

・巡視点検 ・巡視点検：随時 

・異常のある場合の軽微な修繕 ・修繕：適宜 

＊修繕、補修については、別紙２「施設の改築及び修繕等の実施区分」に応じて実施するものとする。 

 

４ 休業期間中の施設管理に係る特記事項 

    給水設備の凍結防止の措置をとること。 

  凍結防止のため給水を行わない場合、県民の森内を通行する者のため、仮設トイレを適宜

設置すること。 

  また、来園者の安全に配慮し、遊歩道などの共用施設を適宜管理すること。 

 

５ 森林管理道の管理に係る特記事項 

  県民の森に設置されている森林管理道（丸山支線及び丸山分線）については以下により管

理すること。 

 (1) 埼玉県森林管理道管理基準（別添３）を熟知し、車両の通行を制限する工作物の設置等

をする場合、県に届け出ること。 

 (2) 刈り払い、除雪等軽微な維持管理は、指定管理者が行うこと。 

 (3) 森林管理道が破壊又は欠損した場合は、速やかに県に報告すること。 
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別添３ 
埼玉県森林管理道管理基準 

 
（目的）  
第１条 この基準は、県が管理している森林管理道（以下「森林管理道」という。）の管理につ

いて必要な事項を定め、森林管理道の保全及び車両等の通行の安全の確保、利用の円滑化を図

ることを目的とする。 
（名称及び区間） 
第２条 森林管理道の名称及び区間は民有林森林管理道（林道）台帳に登載されたものとする。 
（森林管理道の管理） 
第３条 埼玉県知事（以下「管理者」という。）は、森林管理道を適切に管理するものとする。 
２ 管理者は、通行事故に備えて道路賠償責任保険に加入するものとする。 
（標識等の設置） 
第４条 管理者は、その管理すべき森林管理道の起点及び終点に標識をたててその区間を示すも

のとする。 
  また、交通の安全と円滑な通行を図るため必要に応じ、警戒、規制又は指示標識を設けるも

のとする。 
  ただし、規制又は指示標識のうち、公安委員会の権限に属する標識については、所轄の警察

署長及び公安委員会と協議の上、設けるものとする。 
（森林管理道における禁止行為） 
第５条 管理者は、次の各号に掲げる行為を禁止し、又は制限するものとする。 
 （１）森林管理道を損傷し、又は汚損する行為 
 （２）森林管理道に木竹、土石等をたい積し、通行に支障を及ぼす行為 
 （３）ごみ等を投棄する行為 
 （４）通行に支障を及ぼす車両の駐停車等の行為（林業及び森林管理を目的とする行為を除く。） 

 （５）その他、森林管理道の構造、維持管理及び車両等の通行に支障を及ぼす行為 
２ 管理者は、前項の各号に掲げる行為を行った者に対して、原状に回復させるなど適切な措置

を求めるものとする。 
（通行の禁止又は制限） 
第６条 管理者は、次の各号の一に該当する場合には、期間及び区間を定めてその通行を禁止し、

又は制限する措置をとるものとする。 
 （１）森林管理道の破損、欠壊その他の事由により車両等の通行が危険であると認められ   

るとき 
 （２）集中豪雨又は降雪等により車両等の通行が危険であると認められるとき 
 （３）森林管理道に関する工事のため、やむを得ないと認められるとき 
 （４）その他、必要と認められるとき 
２ 管理者は、次の各号の一に該当する場合には、車両の通行を禁止し、又は積載重量の軽減な

どを求めることができる。 
 （１）車両の通行により森林管理道及び周辺の保全が害されるおそれがあると認められる   

とき 
 （２）第４条の規定により設置した警戒、規制又は指示標識に従わないおそれがあると認   

められるとき 
 （３）第５条に規定する行為を行うおそれがあると認められるとき 
３ 管理者は、第１項の各号に掲げる規定により通行の禁止及び制限の措置を講じた場合、速や

かに関係機関にその旨を連絡するものとする。 
（路面等の整備） 
第７条 管理者は、森林管理道の路面等について、当初の築造形態を保持するため次の各号に掲

げる方法によりその整備に努めるものとする。 
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 （１）路面のわだちや陥没は、土砂等をもって埋め、かきならしすること。 
 （２）路肩に生じた草木及びたい積した崩落土砂等の障害物は速やかに取り除くこと｡ 
  （３）車両等の通行の安全や利用の円滑化の障害となり、若しくは視距の確保に支障を及ぼす

立木の枝条等に対して、枝打ちその他必要な措置を講ずること。 
（排水） 
第８条 管理者は、森林管理道の路面排水その他の排水について常に留意し、かつ、次の各号に

掲げる方法により排水の処理に努めるものとする。 
 （１）橋梁、暗渠、開渠、側溝等が障害物のため排水不良となったときは、速やかにこれを取

り除くこと。 
 （２）森林管理道を巡視し、路面上の水たまりその他排水不良の個所に対して適切な処理   

を講ずること。 
（点検の実施） 
第９条 管理者は、森林管理道における通行の安全、事故防止等を図るため、第 10 条から第 12

条に掲げる点検を実施するものとする。 
（定期点検） 
第 10 条  管理者は、第７条に定める路面等の整備及び前第８条に定める排水の処理並びに橋梁、

トンネル、よう壁等の状況を把握するため、すべての路線（通行止めを行っている区間を含む）

について、別に定める方法により月に一度点検するものとする。 
（橋梁点検） 
第 11条 管理者は、橋梁の安全性・信頼性を確保するため、定期点検のほかに、次の各号に掲げ

る方法により橋梁点検を実施するものとする。 
 （１）橋長１５ｍ以上の橋梁は、道路橋に関する基礎データ収集要領（案）（平成１９年５月

国土交通省国土技術政策総合研究所）（以下、「基礎データ収集要領（案）」という。）

に準じる。 
 （２）橋長１５ｍ未満の橋梁は、別に定める森林管理道簡易点検マニュアル（平成２３年４月

１日策定）に準じるが、必要に応じて基礎データ収集要領（案）に準じて実施できる。 
 （３）橋梁点検の頻度は５年に１回とする。 
 （４）橋梁点検記録の保管期間は１０年とする。 
（非常災害時点検） 
第 12条 管理者は、出水その他非常災害時には、次の各号に掲げる方法により点検を実施し、危

険防止上必要な措置を講ずるものとする。 
 （１）森林管理道崩壊のおそれのある場合は、森林管理道を巡視し、災害防止に努める。 
 （２）森林管理道が被災した場合は、速やかに必要な措置を講ずるとともに、関係機関に連絡

する。 
（設計図書の保管） 
第 13条 管理者は、橋梁及びトンネルの点検時に必要な設計図書を永年保管するものとする。 
（森林管理道の占用） 
第 14条 森林管理道に次の各号に掲げる工作物等を設置し、継続して森林管理道を占用（以下「占

用」という。）しようとする者は、あらかじめ管理者の承認を受けなければならない。 
 （１）電柱、電線、電話線、変圧塔、公衆電話、その他これに類する施設 
 （２）鉄道、軌道、その他これに類する施設 
 （３）水道管、下水道管、ガス管、その他これに類する施設 
 （４）通路、出店、倉庫、材料置き場、その他これに類する施設 
 （５）案内板、防護施設その他これに類する施設 
 （６）前各号のほか、森林管理道の構造または通行に支障を及ぼすおそれのある施設又は    

物品（林産物及び林業作業用の設備も含む。） 
（森林管理道の目的外使用） 
第 15条 砕石、砂利、鉱物等、継続的に林産物以外のものを運搬しようとする者又は訓練・ 競

技、調査・研究等のため森林管理道を使用（以下「使用」という。）しようとする者は、あら
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かじめ管理者の承認を受けなければならない。  
（占用又は使用の承認申請） 
第 16 条 第 14 条又は前条により森林管理道の占用又は使用しようとする者は、森林管理道占用

（使用）承認申請書（別紙様式第１号）を占用又は使用する日の１４日前までに管理者に提出

するものとする。 
２ 前項の申請書には、必要に応じて次の各号に掲げる関係書類を添付させるものとする 
 （１）位置図（構造物設置の場合は、付近の平面見取り図。） 
 （２）実測求積図、縦断図、横断図 
 （３）占用構造物の構造図 
 （４）土地所有者の占用承諾書（占用構造物設置の場合に限る。） 
 （５）法令手続を必要とする場合は、関係法令に定められた許認可証の写し 
（占用又は使用基準） 
第 17条 管理者は、森林管理道の占用又は使用が立地条件等によりやむを得ないと認められるも

ので、かつ、次に定める基準に適合する場合は占用又は使用を承認するものとする。 
 （１）占用の場所 
   ア 占用の施設を地上に設ける場合は、森林管理道の側溝又は路肩より外側とする。 
     イ 森林管理道の屈曲箇所及び待避所には、占用施設を設けてはならない。ただし、    

架線についてはこの限りではない。 
     ウ 上下水道管等を橋梁に取り付ける場合には、橋桁の両側又は橋床の下部とする。 
 （２）占用又は使用の期間 
       占用又は使用の承認期間は３年以内とする。ただし、更新することができる。 
 （３）占用施設の構造 
   ア 占用施設の構造は、森林管理道の構造及び車両等の通行に支障のないような措置が講じ

られていなければならない。 
   イ 森林管理道上の建築限界は、次のとおりとする。 
   （ア）有効幅員は、森林管理道の規定幅員とする。 
   （イ）森林管理道上の有効高は、４．５メ－トルとする。 
 （４）工事の実施方法 
   ア 森林管理道の構造及び車両等の通行に支障のないよう必要な措置が講じられていなけ

ればならない。 
   イ 工事現場には、柵又は覆いを設けるなど車両等の通行の危険防止のための必要な措置

が講じられていなければならない。 
 （５）工事の実施時期 
    工事は、車両等の通行に著しく支障を及ぼさない時期に行わなければならない。 
 （６）復旧方法 
   ア 森林管理道を掘削した場合に掘削した土砂をそのまま埋め戻すときは十分締め固める

こと。 
      イ 掘削した土砂をそのまま埋め戻すことが不適当な場合は、土砂の入れ替えを行っ    

た後埋め戻すこと。 
   ウ 舗装の修復は、簡易舗装要綱によること。 
（条件） 
第 18条 管理者は、第 14 条又は第 15条に基づき、占用又は使用を承認しようとする場合は、森

林管理道の管理上、支障を及ぼさないよう必要な条件を付すことができる。 
（占用又は使用の禁止又は制限） 
第 19条 管理者は、所轄の警察署長と協議の上、交通量が著しく多い森林管理道において特に必

要があると認められるときには、区域を指定して森林管理道の占用又は使用を制限することが

できる。 
（占用料又は使用料） 
第 20条 森林管理道の占用料又は使用料は、これを徴収しないものとする。 
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（占用又は使用の変更） 
第 21条 森林管理道の占用者又は使用者（以下「占用者等」という。）は、占用又は使用の内容

を変更しようとするときは、変更しようとする日の１０日前までに森林管理道占用（使用）変

更承認申請書（別紙様式第２号）を管理者に提出するものとする。ただし、軽易な変更に係る

場合は、変更手続を省略することができる。 
（継続占用又は使用） 
第 22条 占用者等は、現に占用又は使用している森林管理道を継続して占用又は使用しようとす

るときは、占用又は使用期間の満了する日の１０日前までに、森林管理道継続占用（使用）承

認申請書（別紙様式第３号）を管理者に提出し、その承認を受けなければならない。 
（占用又は使用の廃止） 
第 23条 占用者等は、占用又は使用を廃止するときは、遅滞なく森林管理道占用（使用）廃止届

（別紙様式第４号）を管理者に提出しなければならない。 
（占用又は使用の取消し） 
第 24条 管理者は、占用者等がこの基準に違反したときは、森林管理道の占用又は使用承認を取

り消すことができる。 
（原状回復） 
第 25条 管理者は、占用者等がその占用又は使用を廃止し、又は期間が満了した場合、若しくは

占用又は使用の取消しを受けた場合は、占用者等に対し森林管理道を原状に回復させるものと

する。 
２ 管理者は、前項に基づき原状回復の指示を受けた者が工事を完了したときは直ちに森林 管

理道原状回復届（別紙様式第５号）を提出させ、占用者等立会いのもと、その確認を行うもの

とする。 
３ 管理者は、前項の規定に基づく原状回復が不適当であると認めるときは、占用者等に対して

必要な措置を講じるよう求めることができるものとする。 
（事務の委任） 
第 26条 管理者は、森林管理道の管理に関する事務を川越農林振興センター所長、秩父農林振興

センター所長又は寄居林業事務所長に委任する。 
（その他） 
第 27 条 この基準に定めのない事項については､林道規程（昭和 48 年４月１日 48 林野道第 107

号林野庁長官通達）の定めるところによる。 
 
 
  附 則 
この基準は、昭和 56 年４月１日から適用する。 

  附 則 

この基準は、平成 12 年９月 18 日から適用する。 

    附 則 

この基準は、平成 14 年４月１日から適用する。 

  附 則 

この基準は、平成 15 年５月１日から適用する。 

  附 則 

この基準は、平成 18 年８月１日から適用する。 

  附 則 

この基準は、平成 22 年４月１日から適用する。 

  附 則 

この基準は、平成 23 年４月１日から適用する。 

  附 則 

この基準は、平成 23 年７月 13 日から適用する。 

  附 則 
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この基準は、平成 24 年４月１日から適用する。 

  附 則 

この基準は、令和 2年１２月１日から適用する。 
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別紙様式第１号（第１６条関係） 
 

森林管理道 占用・使用 承認申請書 
 
                                 年  月  日  
（あて先） 
        所長 
                   住所                  
                   氏名                     
                     担当者               
                     ＴＥＬ               
 
 下記のとおり森林管理道を 占用・使用 したいので申請します。 
               

占用 の場所 
使用 

路 線 名   

位 置   

占 用 ・ 使 用 の 目 的   

占 用 ・ 使 用 の 期 間   
     年  月  日から 
     年  月  日まで      日間 

工作物・物件又は施設の  
構 造 及 び 使 用 の 規 模 
（長・幅・面積・車両数等）  

  

工 事 実 施 の 方 法   

工 事 施 行 期 間  許可の日から     日間 

森 林 管 理 道 の 復 旧 方 法   

関 係 図 書 位置図 平面図 
 横断図 その他 

 
記入要領 
１ 「占用・使用」については、該当するものを○で囲むこと。 
２ 申請者が法人である場合には、「住所」の欄には主たる事務所の所在地、「氏名」の欄には名称及び代表 
 者の氏名を記載するとともに、「担当者」の欄に所属、氏名を記載すること。 
３ 「占用・使用の目的」欄には、占用物件を設置する理由又は森林管理道を使用する理由を具体的に記載す 
 ること。 
４ 「工事実施の方法」欄には、自己施行・請負施行の別を記載すること。 
５ 「森林管理道の復旧方法」欄には、森林管理道の復旧が必要な場合に、現在の森林管理道機能と同等に復 
 旧する内容を記載すること。なお、図面により示す場合は、その旨を記載すること。 
６ 「関係図書」の欄には、森林管理道占用・使用の場所、物件の構造等を明らかにした図面その他必要な書 
 類を添付した場合に、その書類名を記載すること。 
７ 各記入事項のうち、当該欄へ記載しきれない場合は、別紙に記載して本書へ添付すること。
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別紙様式第２号（第２１条関係） 
 

森林管理道 占用・使用 変更承認申請書 
                
                                 年  月  日  
（あて先） 
        所長 
 
                   住所                  
                   氏名                     
                     担当者               
                     ＴＥＬ               
 
     年  月  日付け  第  号で承認を受けた森林管理道の 占用・使用 につい

て、次のとおり変更したいので申請します。                  

 
記入要領 
１ 「占用・使用」については、該当するものを○で囲むこと。 
２ 申請者が法人である場合には、「住所」の欄には主たる事務所の所在地、「氏名」の欄には名称及び代表

者の氏名を記載するとともに、「担当者」の欄に所属、氏名を記載すること。 
３ 各記入事項のうち、当該欄へ記載しきれない場合は、別紙に記載して本書へ添付すること。 

区 分 変 更 前 変 更 後 

占用 の場所 
使用 

路 線 名    

位 置    

占 用 ・ 使 用 の 目 的    

占 用 ・ 使 用 の 期 間      

工作物・物件又は施設の  
構 造 及 び 使 用 の 規 模 
（長・幅・面積・車両数等）  

   

工 事 実 施 の 方 法    

工 事 施 行 期 間    

森 林 管 理 道 の 復 旧 方 法    

関 係 図 書    

変 更 の 理 由  
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別紙様式第３号（第２２条関係） 
 

森林管理道継続 占用・使用 承認申請書 
 

 
                                 年  月  日  
（あて先） 
        所長 
 
                   住所                  
                   氏名                     
                     担当者               
                     ＴＥＬ               
 
     年  月  日付け  第  号で承認を受けた森林管理道の 占用・使用 期間が満

了しましたが、継続して 占用・使用 したいので申請します。 

占用 の場所 
使用 

路 線 名   

位 置   

占 用 ・ 使 用 の 目 的   

占 用 ・ 使 用 の 期 間   
     年  月  日から 
     年  月  日まで      日間 

工作物・物件又は施設の  
構 造 及 び 使 用 の 規 模 
（長・幅・面積・車両数等）  

  

継 続 の 理 由  

関 係 図 書  

 
記入要領 
１ 「占用・使用」については、該当するものを○で囲むこと。 
２ 申請者が法人である場合には、「住所」の欄には主たる事務所の所在地、「氏名」の欄には名称及び代表 
 者の氏名を記載するとともに、「担当者」の欄に所属、氏名を記載すること。 
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別紙様式第４号（第２３条関係） 
 

森林管理道 占用・使用 廃止届 
                
 
                                 年  月  日  
（あて先） 
        所長 
 
                   住所                  
                   氏名                     
                     担当者               
                     ＴＥＬ               
 
     年  月  日付け  第  号で承認を受けた森林管理道の 占用・使用 につい

て、次のとおり 占用・使用 を廃止したいので届け出ます。                  
 

占用 の場所 
使用 

路 線 名   

位 置   

占 用 ・ 使 用 の 目 的   

占 用 ・ 使 用 の 期 間   
     年  月  日から 
     年  月  日まで      日間 

工作物・物件又は施設の 
構 造 及 び 使 用 の 規 模 
（長・幅・面積・車両数等）  

  

森 林 管 理 道 の 復 旧 方 法   

占 用 ・ 使 用 の 廃 止 時 期   

廃 止 す る 理 由  

 
記入要領 
１ 「占用・使用」については、該当するものを○で囲むこと。 
２ 届出者が法人である場合には、「住所」の欄には主たる事務所の所在地、「氏名」の欄には名称及び代表 
 者の氏名を記載するとともに、「担当者」の欄に所属、氏名を記載すること。 
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別紙様式第５号（第２５条関係） 
 

森林管理道原状回復届 
                
 
                                 年  月  日  
（あて先） 
        所長 
 
                   住所                  
                   氏名                     
                     担当者               
                     ＴＥＬ               
 

森 林 管 理 道  占 用  ・  使 用  廃 止 期 間 満 了 に 伴 う 森 林 管 理 道 原 状 回 復 工 事 が  
    年  月  日完了したので届け出ます。                  
 

占用 の場所 
使用 

路 線 名   

位 置   

工作物・物件又は施設の 
構 造 及 び 使 用 の 規 模 
（長・幅・面積・車両数等）  

  

森 林 管 理 道 の 復 旧 方 法   

原 状 回 復 の 完 了 期 日   

許可指令番号及び年月日  

 
記入要領 
１ 「占用・使用」については、該当するものを○で囲むこと。 
２ 届出者が法人である場合には、「住所」の欄には主たる事務所の所在地、「氏名」の欄には名称及び代表  
 者の氏名を記載するとともに、「担当者」の欄に所属、氏名を記載すること。 

  ３ 原状回復したことが判る写真を添付すること。 
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様式第１号 

 

令和  年度埼玉県県民の森指定管理業務事業計画書 

 

１ 基本方針 

  施設の基本的な運営方針 

  特記すべき事業・取組の内容等 

 

２ 事業計画 

 （１）指定管理業務 

    実施事業の説明等 

 （２）自主事業計画 

    実施事業の説明等 

 （３）来園者数見込 

    来園者数の見込 

   

３ 収支予算案 

  指定管理業務、自主事業ごとの収入・支出見込み、収支差額。 

  「事業計画」に示す事業項目と、支出科目は連動すること。 

 

４ 管理執行体制 

  当該施設を管理する職員数・組織図・事務分掌等 

 

５ その他甲が必要と認める事項 
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様式第２号 

 

埼玉県県民の森利用状況報告書（令和  年  月分） 
 

 

１ 施設の利用状況について 

（１）今月の利用者数 

当月利用者数（前年度当月） 当年度利用者数（前年度当月） 利用者数累計 
     人（   人）      人（   人）        人 

 
 
 
（２）イベント等の開催及び参加者数 

日（曜日） イベント等の名称（主催者） 参加者数 
        

     人 
   

   

計   

 
 
 
（３）利用者からの意見・要望など 
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２ 施設等の管理について 
（１）建物、機械設備等の保守・維持・管理に関する状況 

①異常あり          ②異常なし 
異常の内容 対   策 

（今月新規の報告事項）  
  
  
（前月報告事項の経過）  
  

 
（２）森林施設、植栽木等の維持管理状況 

エリア 維持管理の内容 
中央広場  
家族広場  
斜面広場  
林間広場  
水辺の広場  
展望広場  
旧デイ・キャンプ場  
森林施設  
道路敷等施設  
衛生施設  
その他の施設 

倉庫、車庫、休憩所（木造平屋）、簡易

水洗トイレ、ウェルカムストリート（休

息施設含む）及び隣接する森林 

 

 
３ 施設の利用計画・利用促進に関する状況 

 

 
４ その他必要な事項 
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様式第３号 
 

令和  年度埼玉県県民の森管理業務事業報告書 
 
 （あて先）甲      
  
 

     乙        
 
１ 管理業務の実施状況 
（１）埼玉県県民の森の設置の目的・役割に沿った具体的な取り組み 
（２）埼玉県県民の森の施設（設備及び物品を含む）維持管理について 
（３）その他甲が必要と認める業務について 
 
２ 施設の利用状況 
 
３ 管理経費等の収支状況 
（１）収支計算書 
（２）正味財産増減計算書 
（３）貸借対照表 

   （４）財産目録 
 
 



-1- 

埼玉県の契約に係る入札参加停止等の措置要綱 
 

 

 （趣旨） 

第 1 条 この要綱は、県が発注する契約の適正な履行を確保するため、地方自治法施行

令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の５第１項及び第１６７条の１１第２項の

規定により、埼玉県の競争入札に参加する資格を有する者（以下「有資格業者」とい

う。）に対する一般競争入札及び指名競争入札への参加の停止等の措置について、必

要な事項を定めるものとする。 

 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

（１）代表役員等 有資格業者である個人又は有資格業者である法人の代表権を有する

役員、代表権を有すると認めるべき肩書を付した役員（専務取締役以上）、実質的経

営者としてその業務全般を統括していると認められる者をいう。  

（２）一般役員等 有資格業者の役員（執行役員を含む）又はその支店若しくは営業所

を代表する者で、（１）以外の者をいう。 

（３）使用人 有資格業者の一般従業員で、（１）、（２）以外の者をいう。 

（４）共同企業体 複数企業が共同で工事を受注し、施工するための組織をいう。 

２ 前項（１）から（３）までの地位は、措置要件に該当する行為を行った時点の肩書

とする。 

 

（入札参加停止） 

第３条 知事は、有資格業者、その使用人、下請負人又は有資格業者を構成員に含む共

同企業体の行為が別表第１又は別表第２（以下「別表」という。）の措置要件の欄の

各号（以下「別表各号」という。）に掲げる措置要件のいずれかに該当した場合は、

別表各号に定めるところにより期間を定め、当該有資格業者について、入札参加停止

の措置を行うものとする。 

２ 知事は、県が発注する契約において、別表第２第３号又は第４号の措置要件に該当

する有資格業者である個人若しくはその使用人、又は有資格業者である法人の役員若

しくはその使用人（以下「有資格業者の使用人等」という。）が逮捕され、又は逮捕

を経ないで公訴を提起された場合、必要に応じて、有資格業者の使用人等が代表役員

等又は一般役員等となっている他の有資格業者についても同様に入札参加停止の措置

を行うことができる。  

３ 県が発注する契約に関し、別表第２第５号の措置要件に該当し、入札参加停止の措

置を受けた有資格業者の使用人等が、当該入札参加停止期間中又は入札参加停止期間

満了後、競売入札妨害又は談合の容疑により逮捕され、又は逮捕を経ないで公訴を提

起された場合は、この要綱の適用について当初から同表第２第４号の措置要件に該当

し、入札参加停止を措置されたものとみなす。 

 

（下請負人及び共同企業体の構成員に関する入札参加停止） 

第４条 知事は、有資格業者（元請負人）に対し、入札参加停止の措置を行う場合にお

資料８

（抜粋）
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いて、当該措置の原因である事案について責めを負うべき下請負人（有資格業者）が

明らかになった場合は、当該下請負人に対し、当該元請負人に対して行う入札参加停

止の期間の範囲内で期間を定め、入札参加停止の措置を行うものとする。 

２ 知事は、共同企業体が別表各号に該当する行為を行った場合は、当該共同企業体の

構成員（明らかに当該入札参加停止について責めを負わないと認められる者を除

く。）に対し、当該共同企業体の行為に該当する別表各号の措置期間の範囲内で期間

を定め、入札参加停止の措置を行うものとする。 

３ 知事は、前条又は前２項の規定による入札参加停止に係る有資格業者を構成員に含

む共同企業体について、当該構成員に対して行う入札参加停止の期間の範囲内で期間

を定め、入札参加停止の措置を行うものとする。 

 

 （入札参加停止期間の特例） 

第５条 有資格業者が一つの事案により別表各号の措置要件に複数該当することとなっ

た場合における入札参加停止の期間は、当該措置要件ごとに別表に規定する期間の最

も長いものとする。 

２  有資格業者が次の各号のいずれかに該当することとなった場合における入札参加停

止の期間は、当初の２倍（当該２倍の期間が３６月を超える場合は３６月）の期間と

する。ただし、当初の入札参加停止の期間が１月に満たない場合は、１．５倍の期間

とする。 
 一 別表第２の第１号から第４号までの措置要件に係る入札参加停止期間中又は当該

期間満了後３年を経過するまでの間に、別表第２の第１号から第４号のいずれかに

該当することとなった場合。 

二 前号に掲げる場合のほか、別表各号（別表第２の第５号を除く。）の措置要件に

係る入札参加停止期間中又は当該期間満了後２年を経過するまでの間に、別表各号

（別表第２の第５号を除く。）のいずれかに該当することとなった場合。 

 三 「埼玉県の契約に係る暴力団排除措置要綱」の別表第１各号の措置要件に係る入

札参加除外期間中又は当該期間満了後５年を経過するまでの間に、別表第２の各号

（第５号を除く。）のいずれかに該当することとなった場合。 

３  知事は、入札参加停止の措置に関して、情状酌量すべき特別の理由又は極めて悪質

な事由が明らかとなった場合は、別表各号に規定する期間を２分の１又は２倍にする

ことで入札参加停止の期間を変更することができる。 

４ 知事は、入札参加停止の期間を満了した有資格業者について、極めて悪質な事由が

明らかとなった場合は、前項の規定を準用した入札参加停止の期間から、当初の入札

参加停止の期間を差し引いた期間を入札参加停止の期間とすることができる。 

５ 知事は、入札参加停止期間中の有資格業者が、当該事案について責めを負わないこ

とが明らかとなった場合は、当該有資格業者について入札参加停止の措置を解除する

ものとする。 

 
（期間の加算） 

第６条  知事は、第３条から第５条までのいずれかに該当し、かつ、別表第３の区分に

応じた加算事由に該当する場合は、第３条から第５条までのいずれかに規定する入

札参加停止の期間に、同表の加算期間を加算するものとする（ただし、加算した後
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の期間が３６月を超える場合は３６月とする。）。 

 

 （入札参加停止の通知） 

第７条  知事は、入札参加停止の措置を行った場合は「様式第１号」、入札参加停止期

間の変更を行った場合は「様式第２号」、入札参加停止の解除を行った場合は「様式

第３号」により、当該有資格業者に対し、遅滞なく通知するものとする。ただし、知

事が通知する必要がないと認める場合は、通知を省略することができる。 

２  知事は、県の発注した契約に関する入札参加停止の通知をする場合で、必要がある

と認める場合は、当該有資格業者に対し、改善措置の報告を徴することができる。 

 

（指名の取消） 

第８条 発注機関の長は、入札参加停止の措置を受けた有資格業者を指名競争入札にお

いて、現に指名している場合は、当該指名を取り消すものとする。 

 

  （随意契約の制限） 

第９条  発注機関の長は、入札参加停止期間中の有資格業者を随意契約の相手方として

はならない。ただし、やむを得ない理由がある場合は、この限りではない。 

 

  （下請負等の禁止） 

第１０条  発注機関の長は、契約について、入札参加停止期間中の有資格業者への下請

負又は再委託を承認してはならない。 

 

 （警告） 

第１１条  知事は、別表第４の各号のいずれかに該当する場合は、当該有資格業者につ

いて、文書により警告の措置を行うことができる。 

 

 （報告） 

第１２条 知事は、第３条第２項の措置を行おうとする場合で必要があると認める場合

は、当該有資格業者から、役員等の兼職について様式第４号により報告させることが

できる。 

 

 （入札参加停止の公表） 

第１３条 知事は、第３条第１項若しくは第２項又は第４条各項の規定により入札参加

停止の措置を行った場合は、当該有資格業者名等について公表するものとする。ま

た、第５条第５項の規定により入札参加停止の措置を解除した場合は、速やかに公表

を取りやめるものとする。 

 

  （その他） 

第１４条 この要綱の施行に関し必要な事項は、別に定める。 

 

   附  則 
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１ この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

   附  則 

１ この要綱は、平成２３年８月１日から施行する。 

   附  則 

１ この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

   附  則 

１ この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

   附  則 

 この要綱は、令和７年６月１日から施行する。ただし、この要綱の施行前に措置され

た案件については、なお、従前の例による。 
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別表第１（第３条関係） 

 

埼玉県内において起こした事故等に対する措置基準 

区
分 

措        置        要        件 期        間 特 記 

虚 

偽 

記 

載 

１ 県の発注する契約（以下「県契約」という。）に

係る一般競争及び指名競争において、入札参加資格等

確認申請書、入札参加資格審査申請書、その他の契約

前の調査資料に虚偽の記載をし、契約の相手方として

不適当であると認められる場合。 

当該認定をした日

から 

２月 

 

 

粗 

雑 

工 

事 

２  県契約の履行に当たり、過失により建設工事等を

粗雑（軽微は除く）にしたと認められる場合。 

当該認定をした日

から 

２月 

 

３  県内における建設工事等で県契約以外のもの（以

下「一般工事等」という。）の履行に当たり、過失に

より建設工事等を粗雑にしたと認められ、かつ県以外

の行政機関による停止措置がなされた場合。  

当該認定をした日

から 

 １月 

 

契 

約 

違 

反 

４  第２号に掲げる場合のほか、県契約の履行に当た

り、契約に違反し、契約の相手方として不適当である

と認められる場合。 

当該認定をした日

から 

２月 

 

公 

衆 

損 

害 

事 

故 

５  県契約の履行に当たり、安全管理の措置が不適当

であったため、公衆に死亡者若しくは負傷者を生じさ

せ、又は損害を与えたと認められる場合。 

当該認定をした日

から 

・死亡事故３月 

・それ以外２月 

 

６  県内における契約で県契約以外のもの（以下「一

般契約」という。）の履行に当たり、安全管理の措置

が不適当であったため、公衆に死亡者若しくは負傷者

を生じさせ、又は損害を与えた場合において、当該事

故が重大であると認められる場合。 

当該認定をした日

から 

・死亡事故２月 

・それ以外１月 

事故が重大な場合

とは、有資格業者

の使用人等が逮捕

又は逮捕を経ない

で公訴を提起され

た場合。 

 

 

関 

係 

者 

事 

故 

７  県契約の履行に当たり、安全管理の措置が不適当

であったため、関係者に死亡者又は負傷者を生じさせ

たと認められる場合。 

当該認定をした日

から 

・死亡事故２月 

・それ以外１月 

 

８  一般契約の履行に当たり、安全管理の措置が不適

当であったため、関係者に死亡者又は負傷者を生じさ

せた場合において、当該事故が重大であると認められ

る場合。 

当該認定をした日

から 

・死亡事故１月 

・それ以外２週間 

事故が重大な場合

とは、有資格業者

の使用人等が逮捕

又は逮捕を経ない

で公訴を提起され

た場合。 
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別表第２（第３条関係） 

 

贈賄及び不正行為等に対する措置基準 

区
分 

措        置        要        件 期        間 特 記 

 

 

 

 

贈 

 

 

 

 

賄  

１  次のア、イ、ウに掲げる者が県の職員に

対する贈賄の容疑により逮捕され、又は逮捕

を経ないで公訴を提起された場合。 

ア  代表役員等 

イ  一般役員等 

ウ  使用人 

当該認定をした日

から 

 

６月 

５月 

４月 

 

２  次のア、イ、ウに掲げる者が県の職員以

外の他の公共機関の職員に対する贈賄の容疑

により逮捕され、又は逮捕を経ないで公訴を

提起された場合。 

ア  代表役員等 

 イ  一般役員等 

 ウ  使用人 

当該認定をした日

から 

 

 

５月 

４月 

３月 

 ｢他の公共機関の職員｣とは

①刑法第７条第１項に定め

る国又は地方公共団体の職

員その他法令により公務に

従事する議員、委員その他

の職員。 

 ②特別法で、公務員とみな

される者。 

 ③特別法で収賄罪の処罰を

規定している場合の当該私

人。 

独 

禁 

法 

違 

反  

３ 次の場合において、私的独占の禁止及び

公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法

律第５４号。以下「独占禁止法」という。）

第３条又は第８条第１号に違反し、契約の相

手方として不適当であると認められる場合。 

ア 県契約又は県内におけるもの 

イ 上記以外での業務 

当該認定をした日

から 

 

 

 

１２月  

４月 

・排除措置命令、課徴金納

付命令、刑事告発、有資格

業者の使用人等の逮捕又は

逮捕を経ないで公訴を提起

された場合。 

・公正取引委員会から課徴

金減免制度の適用事業者と

して公表された場合（排除

措置されていない場合及び

刑事告訴されていない場合

に限る。）は、措置を２分

の１とする。 

競 

売 

入 

札 

妨 

害 

・ 

談 

合  

４  次の場合において、代表役員等、一般役

員等又は使用人が競売入札妨害又は談合の容

疑により逮捕され、又は逮捕を経ないで公訴

を提起された場合。 

 ア 県契約又は県内におけるもの 

 イ 上記以外での業務 

当該認定をした日

から 

 

 

１２月  

４月 

 

５ 県契約に関し、代表役員等、一般役員等

又は使用人が競売入札妨害又は談合の容疑に

より、県が刑事告発を行った場合。 

当該認定をした日

から 

１２月  
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区
分 措        置        要        件 期        間 特 記 

建 

設 

業 

法 

違 

反 

６ 次の場合において、主任技術者の不設置、一括下

請負、経営事項審査の虚偽申請、その他建設業法の規

定に違反し、契約の相手方として不適当であると認め

られる場合。 

ア 県契約 

イ 上記以外での場合 

当該認定をした

日から 

 

 

３月 

１月 

・監督処分がなされた

場合（知事が軽微なも

のと判断した場合を除

く。）。 

・代表役員等、一般役

員等又は使用人が建設

業法違反の容疑により

逮捕され、又は逮捕を

経ないで公訴を提起さ

れた場合。 

 

 

不 

正 

又 

は 

不 

誠 

実 

行 

為 

７  別表第１の各号及び前各号に掲げる場合のほか、

業務に関し、過積載、不正軽油の製造・使用、産業廃

棄物の不法投棄、外国人の不法就労、その他不正又は

不誠実な行為をし、契約の相手方として不適当である

と認められる場合。 

当該認定をした

日から 

１月  

・代表役員などが業務

に関する法令違反で逮

捕され又は逮捕を経な

いで公訴を提起された

場合。 

 

８  別表第１の各号及び前各号に掲げる場合のほか、

代表役員等又は一般役員等が傷害罪、詐欺罪、公職選

挙法違反等の拘禁刑以上にあたる犯罪の容疑により公

訴を提起され、又は拘禁刑以上若しくは刑法（明治４

０年法律第４５号）の規定による罰金刑を宣告され、

契約の相手方として不適当であると認められる場合。 

当該認定をした

日から 

１月  

 

報

告 

義

務 

違

反 

９ 県発注の契約において、受注者が暴力団等の不当

介入を受けた場合の発注者への報告義務に違反し、契

約の相手方として不適当であると認められる場合。 

当該認定をした

日から 

２週間  

・報告とは、埼玉県暴

力団排除条例第９条又

は「公共工事への暴力

団等の不当介入対応マ

ニュアル」に規定する

報告をいう。 

度 

重 

な 

る 

警 

告 

１０ ３年間に２回、別表第４の各号に該当し、契約

の相手方として不適当であると認められる場合。 

ア  別表第４第２号に該当する行為が含まれる場合 

イ  上記以外の場合 

当該認定をした

日から 

２月 

１月 

 

81



- 8 - 

別表第３（第６条関係） 

 

措置期間の加算 

区 分 加 算 事 由 加算期間 

粗雑工事 県契約に関し、 

① 低入札価格調査を行った工事の場合 

②  故意に粗雑な工事を行った場合 

１月 

契約違反 県契約に関し、 

① 正当な理由なく契約を履行しなかった場合 

② 一般競争入札に参加できないこととされている者を契約の締結又

は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用

した場合 

③ 故意に虚偽の事実に基づき過大な額で請求した場合 

１月 

独占禁止法 ①  違 反 行 為 者 の

地位 

代 表 役 員 等 で

ある場合 

県契約又は県内におけるもの ４月 

上記以外での業務 ２月 

一 般 役 員 等 で

ある場合 

県契約又は県内におけるもの ２月 

上記以外での業務 １月 

②  中心的役割・受注調整を行っていた場合 ２月 

③  組織的・継続的に行っていた場合 ２月 

④  独占禁止法違反により公正取引委員会が刑事告発を行った場合 ２月 

競 売 入 札 妨 害 又 は

談合 

①  違 反 行 為 者 の

地位 

代 表 役 員 等 で

ある場合 

県契約又は県内におけるもの ４月 

上記以外での業務 ２月 

一 般 役 員 等 で

ある場合 

県契約又は県内におけるもの ２月 

上記以外での業務 １月 

②  中心的役割・受注調整を行っていた場合 ２月 

③  組織的・継続的に行っていた場合 ２月 

建設業法違反 ①  逮捕（逮捕を

経ないで公訴

を提起された

場合を含む）

者の地位 

代表役員等である場合 ２月 

一般役員等である場合 １月 

②  営業停止処分が行われた場合 １月 

不 正 又 は 不 誠 実 行

為 

①  違 反 行 為 者 の

地位 

代表役員等である場合 ２月 

一般役員等である場合 １月 

②  国又は県内の地方公 共団 体が、県 内における契約に関し、法令 違

反により刑事告発し、有資格業者を入札参加停止した場合 

５月 

県契約に関し、 

③  落札決定後辞退した場合  

④  落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨

げた場合 

⑤ 監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた場合 

２月 
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別表第４（第１１条関係） 

 

警 告 要 件 

 １ 県発注工事の完了検査において、工事成績点が６５点未満の場合。 

 ２  代表役員等、一般役員等、使用人又は代理人が暴行、威圧、虚偽による言動その他の不当な

手段を用いて、県の職員に対して入札参加、元請業者に対する指導・あっせん、許認可、営業補

償等金銭の交付、機関誌の購読その他の要求を行った場合。 

 ３ 県契約の履行に当たり、監督員等から何度も手直しや是正指導を受け、又は指示に従わない

など、契約の相手方として不適当であると認められる場合。 

 ４ 別表第１の各号及び別表第２の第１号から第９号までの措置要件に該当するが、入札参加停

止措置を行わない場合において、必要があると認められる場合。 
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